
1　福祉を支える人づくり

(１)地域福祉を担う人材の
育成

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

社会福祉研修等事業 保健福祉企画室

福祉行政職員及び社会福祉
事業従事者を対象とした社
会福祉研修の実施により社
会福祉に携わる職員の資質
向上を図る。

県

●行政職員研修　６コース
●社会福祉従事者研修　１コース
●特定課題研修　３コース

●行政職員研修　６コース
●社会福祉従事者研修　１コース
●特定課題研修　３コース

介護人材マッチング支援事
業

長寿社会課

介護人材の確保を図るた
め、キャリア支援員による
マッチング支援や相談支
援、参入促進・離職防止に
つながる研修等を行う。

県

●マッチングによる介護分野就職者数　153人
●職場体験参加者数　43人
●再就職支援講座の実施　６回
●小規模介護事業所面談会の開催　７回
●小規模介護事業所合同研修の実施　19回
●介護入門研修の実施　４回
●介護カフェの開催　６回
●人材定着セミナーの開催　２回
●U・Iターンイベントへの出展　１回

●マッチング支援事業定期相談会の実施
●職場体験事業の実施　（80人を予定）
●再就職支援講座の実施　８回
●小規模介護事業所面談会の開催　７回
●小規模介護事業所合同研修の実施　18回
●介護入門研修の実施　４回
●介護カフェの開催　６回
●介護助手等活用セミナー　１回
●U・Iターンイベントへの出展　１回

介護人材確保事業（介護テ
クノロジー導入等支援事
業）

長寿社会課

介護職員の負担軽減や業務
の効率化を図り、継続して
就労できる環境を整備する
ため、介護ロボット及びICT
等の導入を支援する。

県

●介護ロボット導入に係る補助台数　1,975台（73事業所）
●パッケージ型導入（通信環境整備含む）補助事業所数　71事業所
●ICT機器導入に係る補助事業所数　58事業所

●介護ロボット導入に係る補助目標台数　450台

●ICT導入補助目標事業所数　50事業所

介護人材確保事業費（外国
人介護人材受入支援費）

長寿社会課

外国人介護人材の就労・定
着を促進するため、事業所
向けのセミナーや指導者研
修を開催するとともに、留
学生への奨学金給付や受入
環境整備を行う法人等への
支援を行う。

県

●活用促進セミナー　１回、43人
●指導者研修　１回、33人
●補助法人数（留学生への奨学金）　４法人
●補助法人数（受入環境整備）　５法人

●活用促進セミナー　１回、50人
●指導者研修　１回、50人
●補助法人数（留学生への奨学金）　10法人
●補助法人数（受入環境整備）　10法人

保育対策総合支援事業 子ども子育て支援室

潜在保育士の就職や保育所
等の潜在保育士活用支援等
を行うため、保育士・保育
所支援センターに保育士再
就職支援コーディネーター
を配置し、マッチング支援
や相談支援を行う。

県

●保育士・保育所支援センターにおいて、潜在保育士への就職支援、
保育所と潜在保育士とのマッチング支援を実施
・相談件数　1,307件
・マッチング件数　100件

●保育士・保育所支援センターにおいて、潜在保育士への就職支援、
保育所と潜在保育士とのマッチング支援を実施

児童養育支援ネットワーク
事業（義務研修、基幹的職
員研修関係）

子ども子育て支援室

要保護児童の早期発見及び
適切な保護又は要支援児童
若しくは特定妊婦への適切
な支援を図るため、関係機
関の円滑な連携と協力を確
保することを目的として行
われる協議会。

県

●市町村職員を対象とするもの
児童福祉司任用前講習　１回
市町村要保護児童対策地域協議会調整担当者研修　１回
こども家庭センター統括支援員実務研修　１回

●児童福祉施設職員を対象とするもの
基幹的職員研修（施設職員を対象とするもの）　１回

●市町村職員を対象とするもの
児童福祉司任用前講習　１回
市町村要保護児童対策地域協議会調整担当者研修　１回
こども家庭センター統括支援員実務研修　１回

●児童福祉施設職員を対象とするもの
※R7年度は講師養成を実施

　地域福祉を担う人材としては、専門的能力を備えた社会福祉事業従事者をは　じめ、地域の福祉課題に日常的に取り組むボランティアなどが必要であり、これらの人材の確保・育成を図るとともに、多様な
担い手や社会資源※をネットワークで結びながら、協働による取組を進めるコミュニティソーシャルワーカー（地域福祉活動コーディネーター）、福祉行政職員の育成を進めます。

  誰もが住み慣れた地域で安心して生活できるよう、良質な福祉サービスが提供できる人材やニーズに対応した多様な地域福祉活動の担い手の確保・育成を図るとともに、住民の福祉の意識の醸成を通じて福祉を支える人づくりを推進
します。

第４期岩手県地域福祉支援計画関連事業の取組状況 資料３
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

ボランティアセンター活動
費補助

地域福祉課

広域的見地からボランティ
ア活動に参加しやくする体
制を整備するとともに、あ
らゆる機会を通じてボラン
ティア活動に対する住民の
関心を高める。 県社協

●ボランティア体験inいわて
　25事業所・団体がプログラム提供
●コーディネーター研修会
　秋田・山形豪雨災害はじめ被災地支援等のため開催中止
●ボランティア出前講座　６箇所開催
●地域で育む福祉教育推進事業
　児童・生徒と学校、地域住民が地域の福祉課題に着目し、課題解決
に向けた取組を進めることにより、地域全体の福祉意識を高める活動
のさらなる推進を目的に、活動を実践する市町村社協への費用の補助
を実施

●ボランティア体験inいわて
●コーディネーター研修会
●ボランティア出前講座
●地域で育む福祉教育推進事業

障がい者社会参加促進事業
費

障がい保健福祉課

手話通訳者等の養成を行う
とともに、登録された通訳
者等を派遣する。 県

●手話通訳者・要約筆記者養成のための講習会を開催
・手話通訳者及び要約筆記者養成研修会の開催　各１コース
●手話通訳者・要約筆記者の派遣
・派遣件数　68件

●手話通訳者・要約筆記者養成のための講習会を開催
●手話通訳者・要約筆記者の派遣

重層的支援体制整備事業費
（都道府県後方支援事業
費）

地域福祉課

「重層的支援体制整備事
業」の実施市町村の拡大を
図るため、研修会の開催や
専門人材の養成などによ
り、市町村の取組を支援す
る。 県

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　参加者数：138人
●ダブルケア研修会（オンライン開催）
　参加者数：16名
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
　派遣回数：８市町15回
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修
　養成者数：42人

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　（包括的な支援体制の整備に向けた事業研修会）
●重層実施市町村担当者会議
●ダブルケア研修会
●地域福祉推進フォーラム
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
●各市町村ヒアリング
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修

(２)地域福祉の意識の醸成

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

ボランティアセンター活動
費補助【再掲】

地域福祉課

広域的見地からボランティ
ア活動に参加しやくする体
制を整備するとともに、あ
らゆる機会を通じてボラン
ティア活動に対する住民の
関心を高める。 県社協

●ボランティア体験inいわて
　25事業所・団体がプログラム提供
●コーディネーター研修会
　秋田・山形豪雨災害はじめ被災地支援等のため開催中止
●ボランティア出前講座　６箇所開催
●地域で育む福祉教育推進事業
　児童・生徒と学校、地域住民が地域の福祉課題に着目し、課題解決
に向けた取組を進めることにより、地域全体の福祉意識を高める活動
のさらなる推進を目的に、活動を実践する市町村社協への費用の補助
を実施

●ボランティア体験inいわて
●コーディネーター研修会
●ボランティア出前講座
●地域で育む福祉教育推進事業

生涯学習情報提供システム
による学習情報提供・学習
相談

生涯学習文化財課

生涯学習情報提供システム
による学習情報（各種講座
や指導者情報、ボランティ
ア情報等）の提供や学習相
談を行い、多様な学習活動
を支援する。

県

●生涯学習情報提供システム総アクセス件数　144,712件
●生涯学習電話相談「マナビィコール」受理件数　82件
●生涯学習情報紙「県立生涯学習推進センター情報」発行部数　617
部×４回
●メールマガジン「いわてマナビィマガジン」発行　年20回

●生涯学習情報提供システムによる学習情報提供
●生涯学習電話相談の実施
●生涯学習情報紙やメールマガジンの発行

　子どもから大人まで住民一人ひとりが、地域福祉推進の主体として地域の生活課題の解決に取り組む住民主体の地域づくりや、高齢や障がいなどで生活上の困難を抱える人を理解し、お互いに支え合いなが
ら、共に生きるという考えを各ライフステージで学習できるよう、地域活動のなかに学習機会を取り入れ、社会福祉協議会活動や学校教育、生涯学習の中で実践し、住民主体の地域づくりや福祉の意識の醸成
を図ります。
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

道徳教育推進事業 学校教育室

文部科学省「よりよい生き
方を実践する力を育む道徳
教育の推進事業」を活用し
た各種事業を展開し、本県
児童生徒の豊かな心の育成
に資する。

県

【思いやりや豊かな心の醸成に関する事業】
●「特別の教科道徳」の授業づくりの充実について
 ・道徳授業づくり研修会（R6.9.19　17名参加）
 ・授業力ブラッシュアップ事業（中部・宮古の２教育事務所
　で実施）
●学校の教育活動全体を通じて推進する道徳教育の充実につい
 て
 ・道徳教育パワーアップ協議会（R6.11.12　19名参加）
 ・道徳教育啓発リーフレットの発行（県内小・中・高・特別
  支援学校等への配布：1200部）
●家庭や地域社会の理解や協力を得ながら進める道徳教育の充
 実について
 ・豊かな心を育む道徳教育シンポジウム（R7.2.7　57名参加）
　※参加対象：教育関係者及び道徳教育に関心のある保護者・
   地域住民等

【思いやりや豊かな心の醸成に関する事業】
●「特別の教科道徳」の授業づくりの充実について
 ・道徳授業づくり研修会（R7.9.24　20名参加見込み）
 ・授業力ブラッシュアップ事業(盛岡・沿岸南部の２教育事務
  所で実施)
●学校の教育活動全体を通じて推進する道徳教育の充実につい
 て
 ・道徳教育パワーアップ協議会（R7.11.11　20名参加見込み）
 ・道徳教育啓発リーフレットの発行（県内小・中・高・特別支
  援学校等への配布：1200部を予定）
●家庭や地域社会の理解や協力を得ながら進める道徳教育の充
 実について
 ・豊かな心を育む道徳教育シンポジウム（R8.1.13　60名参加
  見込み）
　※参加対象：教育関係者及び道徳教育に関心のある保護者・
   地域住民等
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２　福祉サービス提供の基盤づくり

　　誰もが地域で安心した生活を送ることができるよう、身近なところで気軽に相談ができる体制の整備や、権利擁護の取組など、福祉サービス提供の基盤づくりを促進します。

(１)地域における包括的支
援体制の構築

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

地域包括ケアシステム基盤
確立事業

長寿社会課

地域包括ケアシステムを構
成する人材の養成等。

県

●認知症施策推進事業
・認知症地域支援推進員養成研修　51人養成
・認知症地域支援推進員活動促進研修　62人参加
・認知症地域支援推進員連絡会　39人参加
・認知症ケア向上支援連絡会　53人参加
●生活支援体制整備事業
・生活支援コーディネーター養成研修　44人養成
・生活支援コーディネーター連絡会　38人参加
・生活支援体制テーマ別研修　75人参加
・生活支援コーディネーター現地研修（２回）　計50人参加
・生活支援体制運営研修　95人参加
●リハビリテーション専門職参画促進事業
・介護予防に参画するリハ専門職育成研修　75人参加
・地域ケア会議に参画するリハ専門職育成研修　56人参加
・リハ専門職等連絡会　61人参加
●アドバイザー等派遣事業
・地域ケア会議への専門職、アドバイザー派遣　６市町村
・生活支援体制整備、認知症ケア向上に関する取組へのアドバイザー
派遣　６市町

●認知症施策推進事業
・認知症地域支援推進員養成研修　30人以上（見込）
・認知症地域支援推進員活動促進研修　35人以上（見込）
・認知症地域支援推進員連絡会　30人以上（見込）
・認知症ケア向上支援連絡会　30人以上（見込）
●生活支援体制整備事業
・生活支援コーディネーター養成研修　30人（見込）
・生活支援コーディネーター連絡　50人（見込）
・生活支援体制テーマ別研修　50人（見込）
・生活支援コーディネーター現地研修（２回）　計50人（見込）
・生活支援体制運営研修　30人（見込）
●リハビリテーション専門職参画促進事業
・介護予防に参画するリハ専門職育成研修　50人（見込）
・地域ケア会議に参画するリハ専門職育成研修　65人（見込）
・リハ専門職等連絡会　50人（見込）
●アドバイザー等派遣事業
・地域ケア会議への専門職、アドバイザー派遣　延べ７市町村（見
込）
・生活支援体制整備、認知症ケア向上に関する取組へのアドバイザー
派遣　５市町村以上（見込）

岩手県高齢者総合支援セン
ター運営事業

長寿社会課

地域包括ケアを推進するた
め、県高齢者総合支援セン
ターを設置し、地域包括支
援センターが行う権利擁護
やケアマネジメント業務へ
の専門的支援、認知症の人
や家族の支援に資する事
業、社会貢献活動の促進に
関する支援などを実施。

県

●地域包括支援センター職員向け研修等の実施
・専門研修　９回
・ケアマネジメント等に関する相談件数　262件
・高齢者の権利擁護相談件数　42件
●認知症の本人及び家族向け電話相談
　146件

●地域包括支援センター職員向け研修等の実施
・専門研修　９回
・ケアマネジメント等に関する相談
・高齢者の権利擁護相談
●認知症の本人及び家族向け電話相談

地域生活支援事業（障がい
者ケアマネジメント体制整
備推進事業）

障がい保健福祉課

地域における障がい者の自
立支援の促進を図るため、
相談支援従事者等の養成及
び研修を実施。

県

●相談支援専門員やその指導者を養成する研修を実施
・相談支援専門員初任者研修修了者数　49人

●相談支援専門員やその指導者を養成する研修を実施。

精神障害にも対応した地域
包括ケアシステムの構築に
ついて

障がい保健福祉課

地域における精神保健医療
福祉の体制を充実させるた
め、精神保健医療福祉上の
ニーズを有する人が地域で
安心して暮らせるよう、身
近な地域で必要なサービス
が受けられるよう支援体制
を構築する。

県、市町村

（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業
    の実施
　・岩手県密着アドバイザー専任（3名）、アドバイザーを圏域に
   派遣し現地支援の実施（7圏域）
　・地域の実情に応じた取組（委託事業）家族支援、家族相談会
   の開催
（２）研修会の実施
　・精神障がい関係従事者養成研修事業の実施　1回　62名出席
　・精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業研
   修会の開催　1回70名出席
（３）心のサポーターの養成　累計養成数　605名

（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業
     の実施
　・岩手県密着アドバイザー専任（3名）、アドバイザーを圏域に
   派遣し現地支援の実施（昨年度現地支援の要請がなかった2圏
   域を中心に行う）
　・地域の実情に応じた取組（委託事業）家族支援、家族相談会
   の開催
（２）研修会の実施
　・精神障がい関係従事者養成研修事業の実施
　・精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業研
   修会の開催
（３）心のサポーターの養成

　身近な地域において、様々な困り事をワンストップで相談することができ、その相談内容に応じてコーディネーター等が専門機関へつないだり、アウトリーチによる必要な支援が提供されるなど、的確なケ
アマネジメントが受けられる体制づくりを進めるとともに、県、市町村の相談支援機関等とのネットワークを充実させながら、地域における包括的な支援体制の構築を図ります。
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

児童養育支援ネットワーク
事業（要保護児童対策地域
協議会）

子ども子育て支援室

要保護児童の早期発見及び
適切な保護又は要支援児童
若しくは特定妊婦への適切
な支援を図るため、関係機
関の円滑な連携と協力を確
保することを目的として行
われる協議会。

市町村

●各市町村の実状に合わせ、代表者会議、実務者会議及びケース検討
会議を実施。
・代表者会議の開催　27市町村
・実務者会議の開催　30市町村
・ケース検討会議の開催　30市町村

各市町村の実状に合わせ、代表者会議、実務者会議及びケース検討会
議を実施する。

重層的支援体制整備事業費
（都道府県後方支援事業
費）
【再掲】

地域福祉課

「重層的支援体制整備事
業」の実施市町村の拡大を
図るため、研修会の開催や
専門人材の養成などによ
り、市町村の取組を支援す
る。 県

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　参加者数：138人
●ダブルケア研修会（オンライン開催）
　参加者数：16名
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
　派遣回数：８市町15回
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修
　養成者数：42人

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　（包括的な支援体制の整備に向けた事業研修会）
●重層実施市町村担当者会議
●ダブルケア研修会
●地域福祉推進フォーラム
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
●各市町村ヒアリング
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修

スクールソーシャルワー
カー（SSW）配置事業

学校教育室

各教育事務所にスクール
ソーシャルワーカーを配置
し、相談活動により問題行
動等の未然防止、早期発見
に取り組むとともに、学
校、市町村教育委員会、関
係機関・団体との連携によ
る支援を行い児童生徒が置
かれている環境の改善を図
る。

県

●スクールソーシャルワーカー配置人数　18名
（学校教育室1、盛岡4、中部3、県南2、沿岸南部2、宮古2、県北4）
●各教育事務所に教育事務所管内を統括するエリア型スクールソー
シャルワーカーを計６名、各学校を訪問する訪問型スクールソーシャ
ルワーカーを計12名、合計18名配置した。
●各教育事務所に配置したスクールソーシャルワーカーが、ケース会
議への参加や家庭訪問の実施等により、問題を抱える児童生徒等への
支援を行った。
●学校教育室に、スクールソーシャルワーカースーパーバイザーを１
名配置し、スクールソーシャルワーカーのスーパーバイズ等を行っ
た。

●スクールソーシャルワーカー配置人数　17名
（学校教育室1、盛岡3、中部3、県南2、沿岸南部2、宮古2、県北4）
●各教育事務所に教育事務所管内を統括するエリア型スクールソー
シャルワーカーを計６名、各学校を訪問する訪問型スクールソーシャ
ルワーカーを計11名、合計17名配置した。
●各教育事務所に配置したスクールソーシャルワーカーが、ケース会
議への参加や家庭訪問の実施等により、問題を抱える児童生徒等への
支援を行った。
●学校教育室に、スクールソーシャルワーカースーパーバイザーを１
名配置し、スクールソーシャルワーカーのスーパーバイズ等を行っ
た。

民生（児童）委員活動費 地域福祉課

民生（児童）委員の人材確
保と活動の助長を図る。

県

●民生委員充足率　96％（3/31現在）
　定数：3,775人、委嘱数：3,630人
●民生児童委員研修の実施
・会長・副会長（本庁、県社協委託）314名
・主任児童委員（県社協委託）210名
・新任委員研修（県社協委託）572名
・中堅委員研修（県社協委託）414名
●震災後活動負担が増加している民生児童委員の経済的負担の軽減を
図るため活動負担増分に係る補助を実施

●民生児童委員研修の実施
・会長・副会長（県社協委託）
・主任児童委員（県社協委託）
・新任委員研修（県社協委託）
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(２)　権利擁護の推進

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

人権教育推進事業 学校教育室

文部科学省「人権教育研究
推進事業」の活用を含めた
各種事業を展開し、本県児
童生徒の人権意識の醸成に
資する。

県

【人権教育研究推進事業】
●人権教育研究指定校による研究実践について
 ・野田村立野田中学校を研究指定校に指定（R6･R7）し、人権教
  育の視点を位置付けた教育活動を推進
●人権教育研究指定校の成果普及について
 ・人権教育啓発リーフレットの発行
  （県内小・中・高・特別支援学校等への配布：1200部）
【指導者育成事業】
●子どもの権利の理解、尊重を促進する研修について
 ・教科で取り組む人権教育研修会（社会科）（R6.9.6　25名参
  加）

【人権教育研究推進事業】
●人権教育研究指定校による研究実践について
 ・野田村立野田中学校を研究指定校に指定（R6･R7）し、人権教
  育の視点を位置付けた教育活動を推進
●人権教育研究指定校の成果普及について
 ・県教育研究発表会において人権教育特設分科会を開設予定
  （R7.2.4～2.6のいずれか1日　50名参加予定）
 ・人権教育啓発リーフレットの発行
  （県内小・中・高・特別支援学校等への配布：1200部を予定）
【指導者育成事業】
●子どもの権利の理解、尊重を促進する研修について
 ・教科で取り組む人権教育研修会（社会科）（R7.9.5　25名参加
  予定）

日常生活自立支援事業 地域福祉課

認知症高齢者、知的障がい
者、精神障がい者など判断
能力が不十分な者が自立し
た生活を送ることができる
よう、福祉サービスの利用
援助等を行う。

県社協

●生活を営むために必要な福祉サービスの利用の援助を行うととも
に、「自立支援計画」に基づいた日常的金銭管理等の援助を行った。
・相談述延べ件数：26,951件
・利用人数：964人
・専門員数：22.5人

●生活を営むために必要な福祉サービスの利用の援助を行うととも
に、「自立支援計画」に基づいた日常的金銭管理等の援助を行う。
・専門員数：22.5人（見込）

成年後見推進支援事業 地域福祉課

高齢者または障がい者が、
成年後見制度を円滑に利用
することで、障がいがあっ
ても住み慣れた地域で安全
に安心して生活できる環境
を整えるために、各圏域に
おける成年後見制度の利用
促進に係る地域連携ネット
ワークの構築を支援するほ
か、成年後見制度の普及啓
発に係る研修　や、市町村
長申立の実施を支援する研
修に取り組む。

県

●岩手県成年後見制度利用促進ネットワーク会議
●成年後見コーディネーターの配置
　コーディネーターを一関市社協に配置し、地域連携ネットワーク構
築の支援や日常生活自立支援事業利用者の成年後見制度への移行支援
等を実施。
●市町村・中核機関担当職員研修　参加者39人
●市町村長申立支援講座　参加者46人
●成年後見制度普及・権利擁護体制整備研修　参加者181人

●岩手県成年後見制度利用促進ネットワーク会議の開催
●市町村・中核機関担当職員研修の実施
●市町村長申立支援講座の実施
●成年後見制度普及・権利擁護体制整備研修の実施

高齢者権利擁護等推進事業 長寿社会課

介護保険法及び高齢者虐待
防止法の施行により、高齢
者の権利擁護推進に資する
ための事業を展開する。 県

●介護施設への身体拘束に関する調査
・令和５年度調査結果を令和６年５月に公表
・令和６年度調査を令和６年11月に実施
●介護施設職員向け研修
・権利擁護推進員養成研修（令和６年10月～令和７年２月）
・看護実務者研修（令和６年10月～11月）

●介護施設への身体拘束に関する調査
・令和６年度調査結果を令和７年５月に公表
・令和７年度調査　実施予定
●介護施設職員向け研修
・権利擁護推進員養成研修　実施予定
・看護実務者研修　　　　　実施予定

地域支援事業（成年後見制
度利用支援事業）

長寿社会課

市町村申立て等に係る低所
得の高齢者に係る成年後見
制度の申立てに要する経費
や成年後見人等の報酬の助
成等を行う。

市町村

●30市町村で実施体制整備（うち27市町村で事業実施） ●市町村で実施体制整備のうえ事業を実施

障がい者不利益取扱解消支
援事業

障がい保健福祉課
障がい者に対する不利益な
取扱いの解消に取り組む。 県

●相談窓口職員等に係る研修会の開催
・相談窓口職員研修受講者数（累計）189人

●相談窓口職員等に係る研修会の開催

　私たちは、それぞれが尊厳を持って社会の中で安心・安全に生活するため様々な権利を有しており、それらは社会的に擁護・尊重されています。そして、地域共生社会の実現に向けた諸活動は、法律や制度
により一律に決められるものではなく、地域住民が権利の主体として積極的に参画することにより、その地域の実情に合わせて形成されていきます。
　その中にあって、貧困、虐待、暴力、差別など、地域福祉における支援対象となっている人たちは、様々な権利が複合的に奪われている状況にあることから、その権利を擁護するとともに、権利を適切に行
使できるよう支援することにより、社会への参画を促進していきます。
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

地域生活支援事業（成年後
見制度利用支援事業）

障がい保健福祉課

成年後見制度の利用に要す
る費用のうち成年後見制度
の申立てに要する経費及び
後見人等の報酬等の全部又
は一部を補助する。

市町村

●20市町村において実施 ●27市町村で事業を実施予定

アドバンス・ケア・プラン
ニング（ＡＣＰ）普及啓発
事業

医療政策室

患者の意思を尊重した医
療・ケアの提供体制を整備
するため、患者が家族等や
医療・ケアチームと人生最
終段階の医療・ケア等につ
いて話しあうプロセスであ
る「アドバンスケアプラン
ニング」の普及啓発を実施
する。

県（県医師会へ
委託）

(令和６年度実績)
・ＡＣＰサポーター養成研修　２回開催
　（11/4　参加者29人、12/1　参加者77人）
・ＡＣＰ出前講座　３回開催　参加者計470人
・県民講座の開催　12/15　参加者180人
・県民へのＡＣＰの普及啓発の取組
　　私の「生きる」ノート及びサポートブックの配付

(令和７年度取組状況（見込含む）)
・ＡＣＰサポーター養成研修　２回開催
・ＡＣＰ出前講座　３回開催
・県民講座の開催　１回開催
・県民へのＡＣＰの普及啓発の取組
　　私の「生きる」ノート及びサポートブックの配付

岩手県意見表明等支援事業 子ども子育て支援室

意見表明等支援員が、児童
養護施設等を訪問し、社会
的養育が櫃よな子どもの話
を聞き取り、子どもに代
わって、児童相談所、や施
設等へ意見を伝えることに
より、子供の意見表表明の
権利を守るもの.

県

児童養護施設等訪問日数　17日
一時保護所（児童相談所）訪問日数　８日

児童養護施設等　17日以上
一時保護所（児童相談所）　12回以上

身体障がい者福祉等運営対
策費

障がい保健福祉課
障がい者に対する合理的配
慮の普及に取り組む。 県

●権利擁護に係る出前講座の実施
・24件

●権利擁護に係る出前講座の実施
　４件（７月時点　※未実施分を含む）

児童養育支援ネットワーク
事業【再掲】

子ども子育て支援室

要保護児童の早期発見及び
適切な保護又は要支援児童
若しくは特定妊婦への適切
な支援を図るため、関係機
関の円滑な連携と協力を確
保することを目的として行
われる協議会。

市町村

●各市町村の実状に合わせ、代表者会議、実務者会議及びケース検討
会議を実施。
・代表者会議の開催　27市町村
・実務者会議の開催　30市町村
・ケース検討会議の開催　30市町村

各市町村の実状に合わせ、代表者会議、実務者会議及びケース検討会
議を実施する。

子どもの未来応援地域ネッ
トワーク形成支援事業費

子ども子育て支援室

子どもの居場所づくりの取
組拡大を図るため、「子ど
もの居場所ネットワークい
わて」にコーディネーター
を配置し開設・運営に関す
る支援を行うほか、子ども
の居場所の立ち上げ及び機
能強化に対する補助を行
う。

県、市町村

●「子どもの居場所ネットワークいわて」にコーディネーターを配置
し、総合相談窓口の設置や研修会の開催等による開設・運営に関する
支援を実施
●子どもの居場所の立ち上げ及び機能強化に対する支援を実施

新規開設：６市町村36か所（計：32市町村159か所）

●「子どもの居場所ネットワークいわて」にコーディネーターを配置
し、総合相談窓口の設置や研修会の開催等による開設・運営に関する
支援を実施
●子どもの居場所の立ち上げ及び機能強化に対する支援を実施

障がい者虐待防止対策推進
事業

障がい保健福祉課

障がい者に対する虐待の防
止に取り組む。

県

●令和6年4月精神保健福祉法改正に伴い、精神科病院における虐待対
応体制整備事業の実施
・保健所、精神保健福祉センター、障がい保健福祉課に虐待通報窓口
を設置し、対応したほか、複雑案件に対する外部専門家の協力体制を
整備
・虐待通報件数　11件（虐待認定件数　4件）

●障がい者虐待防止研修の実施　受講者数（累計）180人

●精神科病院における虐待対応体制整備事業の継続実施
・保健所、精神保健福祉センター、障がい保健福祉課に虐待通報窓口
を設置し、適切な対応を図る

●障がい者虐待防止研修の実施
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

認知症対策等総合支援事業 長寿社会課

認知症になっても、本人の
意思が尊重され、できる限
り住み慣れた地域で暮らし
続けることができるよう、
認知症に対する正しい知識
の修得と理解に向けた啓発
及び認知症疾患医療セン
ターを中心とした認知症医
療体制の構築等を推進す
る。

県

●認知症の人の介護に従事する者やかかりつけ医等を対象とした研修
・R6かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者　131人
●認知症サポーターの養成等の実施
・キャラバンメイト＋サポーター　226,480人
●認知症疾患医療センターの運営
・3,611件（電話2,504件、面接1,079件、その他28件）

●認知症の人の介護に従事する者やかかりつけ医等を対象とした研修
・R8かかりつけ医認知症対応力向上研修　実施予定
●認知症サポーターの養成等の実施
●認知症疾患医療センターの運営

困難な問題を抱える女性支
援事業

子ども子育て支援室

困難な問題を抱える女性へ
の支援に関する法律に基づ
き、「女性の福祉」、「人
権の尊重や擁護」、「男女
平等」といった視点に立
ち、困難な問題を抱える女
性一人一人のニーズに応じ
て、本人の立場に寄り添っ
て、切れ目のない包括的な
支援を行う。

県

●11月の「女性に対する暴力をなくす運動」期間中に普及啓発活動を
実施。
・DV被害防止等のミニリーフレットを3,000部作成し、月間中に配布
・県庁１階県民室において、DV被害防止等の啓発パネル展を実施
・11月21日に県警音楽隊によるDV等被害防止啓発ミニコンサートを開
催

11月の「女性に対する暴力をなくす運動」期間に合わせて各種普及啓
発活動を実施する。

（３）総合的な福祉サービ
ス情報の提供とサービスの
質の向上

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

社会福祉経営サポート事業 地域福祉課

社会福祉法人運営に精通す
る専門家を講師としたセミ
ナー及び個別相談会を開催
し、県と連携した専門家
（支援相談員（仮称））に
よる伴走型サポートにつな
げようとするもの。

県

●社会福祉法人経営サポートセミナー・個別相談
　３回開催（7/22久慈、8/26釜石、9/12盛岡）

●社会福祉法人経営サポートセミナー・個別相談
　３回開催予定（7/30久慈、8/28釜石、9/10盛岡）

福祉サービス苦情解決事業 地域福祉課

福祉サービスの利用者等か
らの苦情を構成かつ円滑に
解決し、福祉サービスの適
正な利用を図る。

県社協

●苦情解決・相談件数　140件
●苦情を考えるセミナー　１回、苦情解決情報交換会（基礎）11回、
（応用）２回、事業所研修会への講師派遣　５回
●巡回指導　40事業所

●苦情解決・相談件数　135件（見込）
●苦情を考えるセミナー　１回、苦情解決情報交換会（基礎）10回、
（応用）２回、事業所研修会への講師派遣　５回
●巡回指導　40事業所

福祉サービス第三者評価事
業

地域福祉課

事業者の提供する福祉サー
ビスの評価を行い、福祉
サービスの質の向上を図
る。

県社協

●第三者評価基準等委員会（8/1）
●受審数（累計）　283箇所

●第三者評価基準等委員会（調整中）

　県、市町村、県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会、社会福祉法人や福祉サービス事業者等が連携し、住民一人ひとりに総合的に福祉サービス情報を提供できる体制づくりを進めます。
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３　福祉サービス提供の仕組みづくり

(１)生活に困難を抱える方
への支援

生活困窮者支援

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

生活困窮者自立相談支援事
業
（就労支援、居住支援を含
む）

地域福祉課

生活困窮者の自立に向け、
本人の状況に応じた包括的
かつ継続的な相談支援等を
実施する。

県（町村）・市

●生活困窮者自立相談支援機関の設置
市14か所、県９か所

●生活困窮者自立相談支援機関による相談支援
新規相談件数 3,090件、プラン作成件数 771件（プラン作成割合

25.0％）
●生活困窮者自立支援制度における任意事業の拡充
・就労準備支援事業（県及び12市）
・家計改善支援事業（県及び14市）
・子どもの学習・生活支援（県及び５市）
・一時生活支援事業（県及び１市）
●生活困窮者自立相談支援事業従事者等研修会開催（R4.12.8～9※
ブロック別研修代替）に向けた研修企画チームの設置、企画会議の
実施

●生活困窮者自立相談支援機関の設置
14か所、県９か所

●生活困窮者自立相談支援機関による相談支援
新規相談件数 3,000件、プラン作成件数 800件（プラン作成割合

26.6％）
●生活困窮者自立支援制度における任意事業の拡充
・就労準備支援事業（県及び14市）
・家計改善支援事業（県及び14市）
・子どもの学習・生活支援（県及び５市）
・居住支援事業（旧：一時生活支援事業）（県及び１市）
●生活困窮者自立相談支援事業従事者等研修会開催

居住支援関係

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

（住宅確保要配慮者への支
援関係）

建築住宅課

県営住宅への入居や岩手県
居住支援協議会の活動を通
じて住宅確保要配慮者にお
ける居住環境の確保を支援
する。

県、市町村等

県営住宅入居者の募集を実施。岩手県居住支援協議会において、相
談窓口の設置やセーフティネット住宅登録の申請支援等の取り組み
を実施。

県営住宅への入居や岩手県居住支援協議会の活動を通じて住宅確保
要配慮者における居住環境の確保を支援する。

高齢者及び障がい者にやさ
しい住まいづくり推進事業
費補助

長寿社会課

要援護高齢者及び重度身体
障がい者の在宅での自立し
た生活を支援するととも
に、介護者の負担軽減を図
る。

県

●高齢者及び障がい者にやさしい住まいづくり推進事業補助件数91
件

●高齢者及び障がい者にやさしい住まいづくり推進事業補助件数118
件

就労支援関係

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

公益社団法人岩手県シル
バー人材センター連合会運
営費補助

定住推進・雇用労働
室

高年齢退職者の職業生活の
充実その他福祉の増進に資
するため、臨時的かつ短期
的な就業又は軽易な業務に
係る就業を希望する者につ
いて、就業に関する相談を
実施し、その希望に応じた
就業の機会を提供する団体
を育成し、その他その就業
の機会の確保のため、（公
社）岩手県シルバー人材セ
ンター連合会に対して運営
費補助を実施。

（公社）岩手県
シルバー人材セ
ンター連合会

●補助金交付額 　 9,193（千円）
●会員数 6,072（人）
●請負受注件数　 34,767（件）
●契約金額 2,217（百万円）
●就業実人員 4,811（人）
●就業延日人員　369,742（人）

●補助金交付額 　 9,193（千円）
●会員数 5,999（人）
●請負受注件数　 10,001（件）
●契約金額 595（百万円）
●就業実人員 3,869（人）
●就業延日人員　 93,982（人）
※すべて令和７年６月末現在の数値であるもの。

障がい者就労・社会参加支
援事業費

障がい保健福祉課

障がい者が自立した生活が
できるよう、農林水産業と
の連携による工賃向上の取
組等就労支援を実施。

県

●コーディネーターの配置やマッチング支援を実施
・マッチング件数　13件
・農福連携マルシェの開催　２回
・農林水業者向け研修会の開催　２回
・障害福祉サービス事業所職員向け研修会の開催　４回
・アドバイザー等派遣　４回
・農業に取り組んでいる就労継続支援Ａ型事業所の割合　41.3％
・農業に取り組んでいる就労継続支援Ｂ型事業所の割合　47.5％

障がい者共生地域活性化支援事業費へ移行

　介護や、病気や障がい、子育て、生活困窮のほか、生活における様々な課題やニーズを抱える方が、それぞれの課題に対する適切な支援が提供される仕組みづくりを促進します。
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

障がい者共生地域活性化支
援事業費

障がい保健福祉課

障がい者が働く福祉的就労
の場と一般企業や農林水産
業者等の連携・共生を促進
することにより、障がい者
の所得保障とあわせ、社会
経済活動の担い手確保を通
じ、人口減少を克服するた
めの地域活性化を図ろうと
するもの。

県 ―

（令和７年度新規事業）
・一般事業者等と事業所のマッチング支援
・マッチング支援事例の自走化支援
・連携事例の共有
・普及啓発及び販路拡大支援

岩手県ひとり親家庭等就
業・自立支援センター等事
業

子ども子育て支援室

　ひとり親家庭の親等の就
業相談及び講習会を実施す
るほか、ひとり親家庭に対
する理解と協力を求める活
動として求人開拓を行う。
　（一社）岩手県母子寡婦
福祉連合会に委託して実
施。

県

【就業相談件数】※延べ
　　132件
【就職件数】
　　６件
【求人開拓訪問数】
　　48件

【就業相談件数】※延べ
　　31件
【就職件数】
　　１件
【求人開拓訪問数】
　　12件

移動困難支援関係

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

（交通過疎地域への支援に
関する事業）人口減少対策
路線確保事業

交通政策室

通院・通学等の路線が廃止
された場合に、代替交通の
確保を行う市町村に対して
補助。

県

●６市町において10路線を運行(補助額21,371千円) ●６市町において10路線を運行(補助額22,500千円)

（公共交通バリアフリーに
関する事業）運輸事業振興
費補助

交通政策室

乗合バスの安全運行や輸送
サービスの改善・向上を目
的として（公社）岩手県バ
ス協会が実施する事業に対
して補助。

県

●ノンステップバスを含む低床バスの購入費用に対する支援を実施
乗合バス事業者のノンステップバスの導入率49.1％

●ノンステップバスを含む低床バスの購入費用に対する支援を実施

移動に関するバリアフリー
に関する事業

都市計画課
建築住宅課

【建築住宅課】
特定公共的施設の新築等の
協議を通じ、公共的施設整
備基準への適合を促進す
る。
【都市計画課】都市におい
て、安全かつ快適な交通を
確保するため街路を整備。

【建築住宅課】
県、市（一部）
【都市計画課】
県、市町村

【建築住宅課】
協議件数（建築物）：155件
適合証交付件数（建築物）：0件

【都市計画課】
県内６箇所の街路整備を推進した。
盛岡駅本宮線（県）、下鵜飼御庭田線（県）、荒瀬上田面線
（県）、上野西法寺線（県）、愛宕町三ツ割線（盛岡市）、盛岡駅
内丸線（盛岡市）

【建築住宅課】
特定公共的施設の新築等の協議を通じ、公共的施設整備基準への適
合を促進する。

【都市計画課】
県内４箇所の街路整備を推進する。
盛岡駅本宮線（県）、上野西法寺線（県）、愛宕町三ツ割線（盛岡
市）、盛岡駅内丸線（盛岡市）

障がい者駐車場適正利用促
進事業

地域福祉課

車いす使用者駐車区画の適
正利用を図るため、ひとに
やさしい駐車場利用証制度
を運営。

県

●ひとにやさしい駐車場利用証制度の運営
・ひとにやさしい駐車場指定施設数　 559箇所
・駐車場指定駐車区画数　1,185区画
・カラーコーンカバー施設証の使用
・施設管理者等に対する広報活動　年14回

●ひとにやさしい駐車場利用証制度の運営
・指定駐車施設拡大のための広報活動の実施

子ども子育て支援

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

子育て応援推進事業
（いわて子育てにやさしい
企業等認証）

子ども子育て支援室

仕事と子育ての両立支援な
ど、男女がともに働きやす
い職場環境を整備するた
め、「いわて子育てにやさ
しい企業等」認証の拡大を
図る。

企業等

●いわて子育てにやさしい企業等認証企業数：555社（のべ） ●いわて子育てにやさしい企業等認証企業数：645社（のべ）
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

保育対策総合支援事業 子ども子育て支援室

潜在保育士の就職や保育所
等の潜在保育士活用支援等
を行うため、保育士・保育
所支援センターに保育士再
就職支援コーディネーター
を配置し、マッチング支援
や相談支援を行う。

県

●保育士・保育所支援センターにおいて、潜在保育士への就職支
援、保育所と潜在保育士とのマッチング支援を実施
・相談件数　1,307件
・マッチング件数　100件

●保育士・保育所支援センターにおいて、潜在保育士への就職支
援、保育所と潜在保育士とのマッチング支援を実施

子どもの未来応援地域ネッ
トワーク形成支援事業費
【再掲】

子ども子育て支援室

子どもの居場所づくりの取
組拡大を図るため、「子ど
もの居場所ネットワークい
わて」にコーディネーター
を配置し開設・運営に関す
る支援を行うほか、子ども
の居場所の立ち上げ及び機
能強化に対する補助を行
う。

県、市町村

●「子どもの居場所ネットワークいわて」にコーディネーターを配
置し、総合相談窓口の設置や研修会の開催等による開設・運営に関
する支援を実施
●子どもの居場所の立ち上げ及び機能強化に対する支援を実施
　新規開設：６市町村36か所（計：32市町村159か所）

●「子どもの居場所ネットワークいわて」にコーディネーターを配
置し、総合相談窓口の設置や研修会の開催等による開設・運営に関
する支援を実施
●子どもの居場所の立ち上げ及び機能強化に対する支援を実施

児童養育支援ネットワーク
事業（要保護児童対策地域
協議会）【再掲】

子ども子育て支援室

要保護児童の早期発見及び
適切な保護又は要支援児童
若しくは特定妊婦への適切
な支援を図るため、関係機
関の円滑な連携と協力を確
保することを目的として行
われる協議会。

市町村

●各市町村の実状に合わせ、代表者会議、実務者会議及びケース検
討会議を実施。
・代表者会議の開催　27市町村
・実務者会議の開催　30市町村
・ケース検討会議の開催　30市町村

各市町村の実状に合わせ、代表者会議、実務者会議及びケース検討
会議を実施する。

スクールソーシャルワー
カー（SSW）配置事業【再
掲】

学校教育室

各教育事務所にスクール
ソーシャルワーカーを配置
し、相談活動により問題行
動等の未然防止、早期発見
に取り組むとともに、学
校、市町村教育委員会、関
係機関・団体との連携によ
る支援を行い児童生徒が置
かれている環境の改善を図
る。

県

●スクールソーシャルワーカー配置人数　18名
（学校教育室1、盛岡4、中部3、県南2、沿岸南部2、宮古2、県北4）
●各教育事務所に教育事務所管内を統括するエリア型スクールソー
シャルワーカーを計６名、各学校を訪問する訪問型スクールソー
シャルワーカーを計12名、合計18名配置した。
●各教育事務所に配置したスクールソーシャルワーカーが、ケース
会議への参加や家庭訪問の実施等により、問題を抱える児童生徒等
への支援を行った。
●学校教育室に、スクールソーシャルワーカースーパーバイザーを
１名配置し、スクールソーシャルワーカーのスーパーバイズ等を
行った。

●スクールソーシャルワーカー配置人数　17名
（学校教育室1、盛岡3、中部3、県南2、沿岸南部2、宮古2、県北4）
●各教育事務所に教育事務所管内を統括するエリア型スクールソー
シャルワーカーを計６名、各学校を訪問する訪問型スクールソー
シャルワーカーを計11名、合計17名配置した。
●各教育事務所に配置したスクールソーシャルワーカーが、ケース
会議への参加や家庭訪問の実施等により、問題を抱える児童生徒等
への支援を行った。
●学校教育室に、スクールソーシャルワーカースーパーバイザーを
１名配置し、スクールソーシャルワーカーのスーパーバイズ等を
行った。

家庭教育・子育て支援推進
事業

生涯学習文化財課

子育てや家庭教育に悩みや
不安を抱える親を支援する
ため、電話やメールによる
相談窓口を設置する。

県

●子育て電話相談「すこやかダイヤル」
　1,157件
●子育てメール相談「すこやかメール相談」
　87件

●子育て電話相談やメール相談の実施
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障がい児者支援

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

地域生活支援事業（障がい
者ケアマネジメント体制整
備推進事業）

障がい保健福祉課

地域における障がい者の自
立支援の促進を図るため、
相談支援従事者等の養成及
び研修を実施。

県

●相談支援専門員やその指導者を養成する研修を実施
・相談支援専門員初任者研修修了者数　49人

●相談支援専門員やその指導者を養成する研修を実施。
・相談支援専門員初任者研修修了者数　受講予定者38人

精神障害にも対応した地域
包括ケアシステムの構築に
ついて

障がい保健福祉課

地域における精神保健医療
福祉の体制を充実させるた
め、精神保健医療福祉上の
ニーズを有する人が地域で
安心して暮らせるよう、身
近な地域で必要なサービス
が受けられるよう支援体制
を構築する。

県、市町村

（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業
　　の実施
　・岩手県密着アドバイザー専任（3名）、アドバイザーを圏域に
　 派遣し現地支援の実施（7圏域）
　・地域の実情に応じた取組（委託事業）家族支援、家族相談会
   の開催
（２）研修会の実施
　・精神障がい関係従事者養成研修事業の実施　1回　62名出席
　・精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業研
   修会の開催　1回70名出席
（３）心のサポーターの養成　累計養成数　605名

（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業
    の実施
　・岩手県密着アドバイザー専任（3名）、アドバイザーを圏域に
   派遣し現地支援の実施（昨年度現地支援の要請がなかった2圏
   域を中心に行う）
　・地域の実情に応じた取組（委託事業）家族支援、家族相談会
   の開催
（２）研修会の実施
　・精神障がい関係従事者養成研修事業の実施
　・精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業研
   修会の開催
（３）心のサポーターの養成

障害者支援施設等整備費補
助

障がい保健福祉課

障がい者が希望する地域で
安心して生活できるようグ
ループホーム等住まいの場
等を確保。

社会福祉法人等

●グループホーム等を整備する際の補助を実施
・障がい者のグループホーム利用者数　2,416人

●グループホーム等を整備する際の補助を実施

医療的ケア児支援センター
管理運営費

障がい保健福祉課

医療的ケア児及びその家族
の相談に応じ、情報の提
供、助言、その他の支援を
行うほか、関係機関等への
情報の提供及び研修等の業
務や連絡調整を行う。 県

（１）相談支援
　・医療的ケア児・家族や支援者からの相談対応　相談件数304件
　・医療的ケア児の就学・進学に関する説明会の開催　６回111名
　・医療的ケア児と家族の交流会の開催　４回18名
（２）体制構築支援
　・医療的ケアアドバイスチーム設置　２チーム設置
（３）人材育成
　・医療的ケア児等コーディネーター等養成研修会の開催
  ４回38名

（１）相談支援
　・医療的ケア児・家族や支援者からの相談対応
　・医療的ケア児の就学・進学に関する説明会の開催
　・医療的ケア児と家族の交流会の開催
（２）体制構築支援
　・医療的ケアアドバイスチーム設置
　・短期入所事業所の開設促進
（３）人材育成
　・医療的ケア児等コーディネーター等養成研修会の開催

障がい者就労・社会参加支
援事業費【再掲】

障がい保健福祉課

障がい者が自立した生活が
できるよう、農林水産業と
の連携による工賃向上の取
組等就労支援を実施。

県

●コーディネーターの配置やマッチング支援を実施
・マッチング件数　13件
・農福連携マルシェの開催　２回
・農林水業者向け研修会の開催　２回
・障害福祉サービス事業所職員向け研修会の開催　４回
・アドバイザー等派遣　４回
・農業に取り組んでいる就労継続支援Ａ型事業所の割合　41.3％
・農業に取り組んでいる就労継続支援Ｂ型事業所の割合　47.5％

障がい者共生地域活性化支援事業費へ移行

障がい者共生地域活性化支
援事業費【再掲】

障がい保健福祉課

障がい者が働く福祉的就労
の場と一般企業や農林水産
業者等の連携・共生を促進
することにより、障がい者
の所得保障とあわせ、社会
経済活動の担い手確保を通
じ、人口減少を克服するた
めの地域活性化を図ろうと
するもの。

県 ―

（令和７年度新規事業）
・一般事業者等と事業所のマッチング支援
・マッチング支援事例の自走化支援
・連携事例の共有
・普及啓発及び販路拡大支援
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

障害者ピアサポート研修事
業費

障がい保健福祉課

自ら障がいや疾病の経験を
持ち、その経験を活かしな
がら、他の障がいや疾病の
ある障がい者の支援を行う
ピアサポーター及びピアサ
ポーターの活用方法等を理
解した障害福祉サービス事
業所等の管理者等の養成を
図ることにより、障害福祉
サービス等における質の高
いピアサポート活動の取組
を支援するもの。

県

障害福祉サービス事業所等に雇用されている障がい者、管理者等を
対象とした研修会の開催

・基礎研修（受講者数）　11人
・専門研修（受講者数）　10人
・フォロアップ研修（受講者数）　５人

障害福祉サービス事業所等に雇用されている障がい者、管理者等を
対象とした研修会の開催
・基礎研修
・専門研修
・フォローアップ研修

障害者の生涯学習支援体制
整備

生涯学習文化財課

障害者の生涯を通じた学習
活動を支援するための体制
を整備し、学校卒業後の学
びの環境づくりを図る。

県

●庁内各課、県内市町村への情報提供　６件
●「障害者の生涯学習支援活動」に係る文部科学大臣表彰の推薦
県内２団体受賞
●「障がい者の生涯を通じた学習活動」市町村担当者を対象に新任
生涯学習職員研修講座内で講義や研修を実施。
●県立生涯学習推進センター事業「人・つながり・地域づくり関係
職員等研修講座」（各教育事務所管内で実施）中央研修、宮古会場
において「障がい者の生涯学習」に関する内容で実施。

●庁内各課、県内市町村への情報提供
●「障害者の生涯学習支援活動」に係る文部科学大臣表彰の推薦
●「障がい者の生涯を通じた学習活動」に関する研修会の実施

高齢者支援

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

地域包括ケアシステム基盤
確立事業【再掲】

長寿社会課

地域包括ケアシステムを構
成する人材の養成等。

県

●認知症施策推進事業
・認知症地域支援推進員養成研修　51人養成
・認知症地域支援推進員活動促進研修　62人参加
・認知症地域支援推進員連絡会　39人参加
・認知症ケア向上支援連絡会　53人参加
●生活支援体制整備事業
・生活支援コーディネーター養成研修　44人養成
・生活支援コーディネーター連絡会　38人参加
・生活支援体制テーマ別研修　75人参加
・生活支援コーディネーター現地研修（２回）　計50人参加
・生活支援体制運営研修　95人参加
●リハビリテーション専門職参画促進事業
・介護予防に参画するリハ専門職育成研修　75人参加
・地域ケア会議に参画するリハ専門職育成研修　56人参加
・リハ専門職等連絡会　61人参加
●アドバイザー等派遣事業
・地域ケア会議への専門職、アドバイザー派遣　６市町村
・生活支援体制整備、認知症ケア向上に関する取組へのアドバイ
ザー派遣　６市町

●認知症施策推進事業
・認知症地域支援推進員養成研修　30人以上（見込）
・認知症地域支援推進員活動促進研修　35人以上（見込）
・認知症地域支援推進員連絡会　30人以上（見込）
・認知症ケア向上支援連絡会　30人以上（見込）
●生活支援体制整備事業
・生活支援コーディネーター養成研修　30人（見込）
・生活支援コーディネーター連絡　50人（見込）
・生活支援体制テーマ別研修　50人（見込）
・生活支援コーディネーター現地研修（２回）　計50人（見込）
・生活支援体制運営研修　30人（見込）
●リハビリテーション専門職参画促進事業
・介護予防に参画するリハ専門職育成研修　50人（見込）
・地域ケア会議に参画するリハ専門職育成研修　65人（見込）
・リハ専門職等連絡会　50人（見込）
●アドバイザー等派遣事業
・地域ケア会議への専門職、アドバイザー派遣　延べ７市町村（見
込）
・生活支援体制整備、認知症ケア向上に関する取組へのアドバイ
ザー派遣　５市町村以上（見込）

岩手県高齢者総合支援セン
ター運営事業

長寿社会課

地域包括ケアを推進するた
め、県高齢者総合支援セン
ターを設置し、地域包括支
援センターが行う権利擁護
やケアマネジメント業務へ
の専門的支援、認知症の人
や家族の支援に資する事
業、社会貢献活動の促進に
関する支援などを実施。

県

●地域包括支援センター職員向け研修等の実施
・専門研修　９回
・ケアマネジメント等に関する相談件数　235件
・高齢者の権利擁護相談件数　40件
●認知症の本人及び家族向け電話相談
　112件

●地域包括支援センター職員向け研修等の実施
・専門研修　９回
・ケアマネジメント等に関する相談件数　235件
・高齢者の権利擁護相談件数　40件
●認知症の本人及び家族向け電話相談
　112件
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

地域リハビリテーション支
援体制整備事業費(岩手県シ
ルバーリハビリ体操指導者
養成事業)

長寿社会課

リハビリテーション専門職
が限られる地域において
も、住民主体の介護予防の
取組の効果的な普及・展開
が図れるよう、体操指導者
を養成し、地域において体
操教室を開催するなど、効
果的な介護予防の普及と通
いの場の充実を図るための
取組を行う。

県、市町村

●シルバーリハビリ体操指導者養成講習会 回数及び養成数
・３級指導者講習会　13回　養成数　63名
・２級指導者講習会　３回　養成数　30名
・１級指導者講習会　１回　養成数　11名
●岩手県シルバーリハビリ体操指導者交流会・講演会（11/16　参集
開催）　165人参加
●岩手県シルバーリハビリ体操指導者フォローアップ研修会（7/9、
7/16、7/23　３地域にて参集開催）　計213人参加
●岩手県シルバーリハビリ体操市町村指導者代表（会長等）連絡会
（12/10　オンライン開催）　46人参加

●シルバーリハビリ体操指導者養成講習会 回数及び養成数
・３級指導者講習会　13回
・２級指導者講習会　３回
・１級指導者講習会　１回
●岩手県シルバーリハビリ体操指導者交流会・講演会（11/25　参集
開催）
●岩手県シルバーリハビリ体操指導者フォローアップ研修会（7/8、
7/15、7/22　３地域にて参集開催）
●岩手県シルバーリハビリ体操市町村指導者代表（会長等）連絡会
（12月）

介護人材マッチング支援事
業【再掲】

長寿社会課

介護人材の確保を図るた
め、キャリア支援員による
マッチング支援や相談支
援、参入促進・離職防止に
つながる研修等を行う。

県

●マッチングによる介護分野就職者数　153人
●職場体験参加者数　43人
●再就職支援講座の実施　６回
●小規模介護事業所面談会の開催　７回
●小規模介護事業所合同研修の実施　19回
●介護入門研修の実施　４回
●介護カフェの開催　６回
●人材定着セミナーの開催　２回
●U・Iターンイベントへの出展　１回

●マッチング支援事業定期相談会の実施
●職場体験事業の実施　（80人を予定）
●再就職支援講座の実施　８回
●小規模介護事業所面談会の開催　７回
●小規模介護事業所合同研修の実施　18回
●介護入門研修の実施　４回
●介護カフェの開催　６回
●介護助手等活用セミナー　１回
●U・Iターンイベントへの出展　１回

介護人材確保事業（介護テ
クノロジー導入等支援事
業）【再掲】

長寿社会課

介護職員の負担軽減や業務
の効率化を図り、継続して
就労できる環境を整備する
ため、介護ロボット及びICT
等の導入を支援する。

県

●介護ロボット導入に係る補助台数　1,975台（73事業所）
●パッケージ型導入（通信環境整備含む）補助事業所数　71事業所
●ICT機器導入に係る補助事業所数　58事業所

●介護ロボット導入に係る補助目標台数　450台

●ICT導入補助目標事業所数　50事業所

介護人材確保事業費（外国
人介護人材受入支援費）
【再掲】

長寿社会課

外国人介護人材の就労・定
着を促進するため、事業所
向けのセミナーや指導者研
修を開催するとともに、留
学生への奨学金給付や受入
環境整備を行う法人等への
支援を行う。

県

●活用促進セミナー　１回、43人
●指導者研修　１回、33人
●補助法人数（留学生への奨学金）　４法人
●補助法人数（受入環境整備）　５法人

●活用促進セミナー　１回、50人
●指導者研修　１回、50人
●補助法人数（留学生への奨学金）　10法人
●補助法人数（受入環境整備）　10法人

認知症対策等総合支援事業 長寿社会課

認知症になっても、本人の
意思が尊重され、できる限
り住み慣れた地域で暮らし
続けることができるよう、
認知症に対する正しい知識
の修得と理解に向けた啓発
及び認知症疾患医療セン
ターを中心とした認知症医
療体制の構築等を推進す
る。

県

●認知症の人の介護に従事する者やかかりつけ医等を対象とした研
修
・R6かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者　131人
●認知症サポーターの養成等の実施
・キャラバンメイト＋サポーター　226,480人
●認知症疾患医療センターの運営
・3,611件（電話2,504件、面接1,079件、その他28件）

●認知症の人の介護に従事する者やかかりつけ医等を対象とした研
修
・R7かかりつけ医認知症対応力向上研修　実施予定
●認知症サポーターの養成等の実施
●認知症疾患医療センターの運営

困難女性支援

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

困難な問題を抱える女性支
援等推進事業

子ども子育て支援室

困難な問題を抱える女性へ
の支援に関する法律に基づ
き、「女性の福祉」、「人
権の尊重や擁護」、「男女
平等」といった視点に立
ち、困難な問題を抱える女
性一人一人のニーズに応じ
て、本人の立場に寄り添っ
て、切れ目のない包括的な
支援を行う。

県

●女性相談支援センターの相談対応件数
　電話相談　　571件
　来所相談　1,798件
●一時保護所での一時保護件数
　支援対象女性　35人
　同伴児者　　　27人
　利用延べ日数　983日

困難な問題を抱える女性一人一人のニーズに応じ、本人の立場に寄
り添って、切れ目のない包括的な支援を実施する。
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がん・難病患者支援

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

がん診療連携拠点病院機能
機能強化事業 医療政策室

質の高いがん医療の提供体
制を確立するため、がん診
療連携拠点病院におけるが
ん医療に従事する医師等に
対する研修、がん患者やそ
の家族等に対する相談支
援、がんに関する各種情報
の収集・提供を図る事業に
要する経費に対して補助す
る。

国、県

●がん診療連携拠点病院等（計10病院）への補助 ●がん診療連携拠点病院等（計10病院）への補助

岩手県難病相談支援セン
ター運営事業

健康国保課

岩手県難病相談支援セン
ターを委託設置し、難病患
者及び家族の日常生活にお
ける相談・支援、地域交流
活動の促進及び就労支援を
行う。

県

●相談対応件数
　電話等相談　981件
　来所相談　　719件
　就労相談　　293件
●講演会・研修会等実施件数
　講演会・研修会　15件
　地域交流会　　　 19件
　出張研修会・説明会　5件

●相談対応件数
　電話等相談　1,000件
　来所相談　　　700件
　就労相談　　　300件
●講演会・研修会等実施件数
　講演会・研修会　12件
　地域交流会　　　 9件
　出張研修会・説明会　10件

難病患者地域支援ネット
ワーク事業

健康国保課

難病の患者の療養生活の向
上を目的として、難病対策
地域協議会の設置し地域に
おけるネットワークづくり
を行う。また、保健所を中
心に地域での医療相談、訪
問相談・指導を実施。

県

●医療相談等対応件数
　医療相談　298件
　訪問相談・指導　29件

●医療相談等対応件数
　医療相談　245件
　訪問相談・指導　87件

指定難病医療費助成 健康国保課
指定難病（341疾患）患者の
医療費（自己負担相当額）
の助成。

県

●医療費の助成件数及び金額
　129,474件　1,836,074千円

●医療費の助成件数及び金額
　134,670件　1,750,000千円

特定疾患治療研究事業 健康国保課
特定疾患（４疾患）患者の
医療費（自己負担相当額）
の助成。

県

●医療費の助成件数及び金額
　487件　540千円

●医療費の助成件数及び金額
　446件　630千円

先天性血液凝固因子障害等
治療研究事業

健康国保課
先天性血液凝固因子障害患
者の医療費（自己負担相当
額）の助成。

県

●医療費の助成件数及び金額
　637件　7,811千円

●医療費の助成件数及び金額
　709件　7,267千円

自殺予防対策

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

自殺対策緊急強化事業費 障がい保健福祉課

１人でも多くの自殺を防ぐ
ため、相談支援体制の整備
や人材養成等、地域の実情
を踏まえた自殺対策を官民
一体となって実施する。

県

●自殺予防の担い手研修等　開催数121回、受講者数1,864人
●かかりつけ医、保健医療関係者研修 開催数85回、参加者数1,985
人
●県内事業所・団体への出前講座等　開催数116回、受講者数3,110
人

●自殺予防の担い手研修等の開催
●かかりつけ医、保健医療関係者研修の開催
●県内事業所・団体への出前講座の実施

精神障害にも対応した地域
包括ケアシステムの構築に
ついて

障がい保健福祉課

地域における精神保健医療
福祉の体制を充実させるた
め、精神保健医療福祉上の
ニーズを有する人が地域で
安心して暮らせるよう、身
近な地域で必要なサービス
が受けられるよう支援体制
を構築する。

県、市町村

（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業
    の実施
　・岩手県密着アドバイザー専任（3名）、アドバイザーを圏域に
   派遣し現地支援の実施（7圏域）
　・地域の実情に応じた取組（委託事業）家族支援、家族相談会
   の開催
（２）研修会の実施
　・精神障がい関係従事者養成研修事業の実施　1回　62名出席
　・精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業研
   修会の開催　1回70名出席
（３）心のサポーターの養成　累計養成数　605名

（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業
    の実施
　・岩手県密着アドバイザー専任（3名）、アドバイザーを圏域に
   派遣し現地支援の実施（昨年度現地支援の要請がなかった2圏
   域を中心に行う）
　・地域の実情に応じた取組（委託事業）家族支援、家族相談会
   の開催
（２）研修会の実施
　・精神障がい関係従事者養成研修事業の実施
　・精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業研
   修会の開催
（３）心のサポーターの養成
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依存症対策

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

依存症対策関係、普及啓
発、相談支援、治療、自助
等

障がい保健福祉課

岩手県アルコール健康障
害・ギャンブル等依存症対
策推進計画を踏まえ、依存
症患者、依存症に関連する
問題を有する者、依存症が
疑われる者、依存症になる
リスクを有する者及びその
家族等に対する包括的な支
援体制の整備を図る.

県

（１）アルコール健康障害・ギャンブル等依存症対策推進協議会
    協議会（１回開催）
（２）啓発フォーラム（１回開催）、リーフレットの配布
（３）民間団体支援（各保健所において民間団体の活動支援や依
    存症問題を抱える者等の問題解決に資する情報提供を実施）
（４）依存症支援者研修（医療研修１回開催、地域生活支援研修
    ２回開催）
（５）依存症専門相談（月１回開催）

（１）アルコール健康障害・ギャンブル等依存症対策推進協議会
    協議会
（２）啓発フォーラム、リーフレットの配布
（３）民間団体支援（各保健所において民間団体の活動支援や依
    存症問題を抱える者等の問題解決に資する情報提供を実施）
（４）依存症支援者研修（医療研修、地域生活支援研修）
（５）依存症専門相談

精神障害にも対応した地域
包括ケアシステムの構築に
ついて【再掲】

障がい保健福祉課

地域における精神保健医療
福祉の体制を充実させるた
め、精神保健医療福祉上の
ニーズを有する人が地域で
安心して暮らせるよう、身
近な地域で必要なサービス
が受けられるよう支援体制
を構築する。

県、市町村

（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業
    の実施
　・岩手県密着アドバイザー専任（3名）、アドバイザーを圏域に
   派遣し現地支援の実施（7圏域）
　・地域の実情に応じた取組（委託事業）家族支援、家族相談会
   の開催
（２）研修会の実施
　・精神障がい関係従事者養成研修事業の実施　1回　62名出席
　・精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業研
   修会の開催　1回70名出席
（３）心のサポーターの養成　累計養成数　605名

（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業
    の実施
　・岩手県密着アドバイザー専任（3名）、アドバイザーを圏域に
   派遣し現地支援の実施（昨年度現地支援の要請がなかった2圏
   域を中心に行う）
　・地域の実情に応じた取組（委託事業）家族支援、家族相談会
   の開催
（２）研修会の実施
　・精神障がい関係従事者養成研修事業の実施
　・精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業研
   修会の開催
（３）心のサポーターの養成

ひきこもり・社会的孤立関係

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

ひきこもり支援について 障がい保健福祉課

県内のひきこもり者及びそ
の家族の支援を行うため、
各地域において保健所を中
核とした支援体制の整備及
びひきこもり支援センター
を設置し、地域支援等によ
るひきこもり対策の推進を
図る。

県、市町村

①普及啓発事業　５回（参加人数：318名）
②相談支援事業　相談件数　852件
③当事者居場所支援　96回（参加人数：487名）
④家族教室事業　25回（106名）
⑤関係機関支援連絡会議　６回
⑥関係者向け研修会等　24回（参加人数：1,598名）
◆ひきこもり対策連絡協議会　１回開催

①普及啓発事業
②相談支援事業　相談件数
③当事者居場所支援
④家族教室事業
⑤関係機関支援連絡会議
⑥関係者向け研修会等
◆ひきこもり対策連絡協議会　１回開催

生活困窮者自立相談支援事
業

地域福祉課

生活困窮者の自立に向け、
本人の状況に応じた包括的
かつ継続的な相談支援等を
実施する。

県（町村）・市

●生活困窮者自立相談支援機関の設置
　市14か所、県９か所
●生活困窮者自立相談支援機関による相談支援
　新規相談件数 3,090件、プラン作成件数 771件(プラン作成割合
25.0％)
●生活困窮者自立支援制度における任意事業の拡充
・就労準備支援事業（県及び12市）
・家計改善支援事業（県及び14市）
・子どもの学習・生活支援（県及び５市）
・一時生活支援事業（県及び１市）
●生活困窮者自立相談支援事業従事者等研修会開催（R4.12.8～9※
ブロック別研修代替）に向けた研修企画チームの設置、企画会議の
実施

●生活困窮者自立相談支援機関の設置
　14か所、県９か所
●生活困窮者自立相談支援機関による相談支援
　新規相談件数 3,000件、プラン作成件数 800件(プラン作成割合
26.6％)
●生活困窮者自立支援制度における任意事業の拡充
・就労準備支援事業（県及び14市）
・家計改善支援事業（県及び14市）
・子どもの学習・生活支援（県及び５市）
・居住支援事業（旧：一時生活支援事業）（県及び１市）
●生活困窮者自立相談支援事業従事者等研修会開催

重層的支援体制整備事業費
（都道府県後方支援事業
費）
【再掲】

地域福祉課

「重層的支援体制整備事
業」の実施市町村の拡大を
図るため、研修会の開催や
専門人材の養成などによ
り、市町村の取組を支援す
る。 県

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　参加者数：138人
●ダブルケア研修会（オンライン開催）
　参加者数：16名
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
　派遣回数：８市町15回
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修
　養成者数：42人

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　（包括的な支援体制の整備に向けた事業研修会）
●重層実施市町村担当者会議
●ダブルケア研修会
●地域福祉推進フォーラム
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
●各市町村ヒアリング
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

精神障害にも対応した地域
包括ケアシステムの構築に
ついて【再掲】

障がい保健福祉課

地域における精神保健医療
福祉の体制を充実させるた
め、精神保健医療福祉上の
ニーズを有する人が地域で
安心して暮らせるよう、身
近な地域で必要なサービス
が受けられるよう支援体制
を構築する。

県、市町村

（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業
の実施

・岩手県密着アドバイザー専任（3名）、アドバイザーを圏域に
派遣し現地支援の実施（7圏域）
・地域の実情に応じた取組（委託事業）家族支援、家族相談会
の開催

（２）研修会の実施
・精神障がい関係従事者養成研修事業の実施　1回　62名出席
・精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業研
修会の開催　1回70名出席

（３）心のサポーターの養成　累計養成数　605名

（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業
の実施

・岩手県密着アドバイザー専任（3名）、アドバイザーを圏域に
派遣し現地支援の実施（昨年度現地支援の要請がなかった2圏
域を中心に行う）
・地域の実情に応じた取組（委託事業）家族支援、家族相談会
の開催

（２）研修会の実施
・精神障がい関係従事者養成研修事業の実施
・精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業研
修会の開催

（３）心のサポーターの養成

民生（児童）委員関係 地域福祉課

民生（児童）委員の人材確
保と活動の助長を図る。

県

●民生委員充足率　96％（3/31現在）
定数：3,775人、委嘱数：3,630人

●民生児童委員研修の実施
・会長・副会長（本庁、県社協委託）314名
・主任児童委員（県社協委託）210名
・新任委員研修（県社協委託）572名
・中堅委員研修（県社協委託）414名
●震災後活動負担が増加している民生児童委員の経済的負担の軽減
を図るため活動負担増分に係る補助を実施

●民生児童委員研修の実施
・会長・副会長（県社協委託）
・主任児童委員（県社協委託）
・新任委員研修（県社協委託）

地域定着・再犯防止関係

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

地域生活定着支援事業費
（岩手県地域生活定着支援
センターの設置運営）

地域福祉課

刑事上の手続又は保護処分
による身体の拘束が解かれ
た後、高齢又は障がいによ
り、自立した生活を営むこ
とが困難と認められる者に
対して、福祉サービス等を
利用できるようにするため
の支援を行う。

県

●岩手県社会福祉事業団へ委託して開設
・コーディネート業務　年度内終結11件、継続件数4件
・フォローアップ業務　年度内終結5件、継続件数26件
・被疑者等支援業務　　年度内終結0件、継続件数0件
・相談支援業務 面接9件、電話68件
・普及啓発 研修会主催7回

●岩手県社会福祉事業団へ委託して開設
・コーディネート業務　年度内終結○件、継続件数○件
・フォローアップ業務　年度内終結○件、継続件数○件
・被疑者等支援業務　　年度内終結○件、継続件数○件
・相談支援業務 面接○件、電話○件
・ネットワーク構築強化業務　研修会主催○回

地域生活定着支援事業費
（いわて再犯防止推進事
業）

地域福祉課

各市町村に対する必要な支
援やネットワークの構築に
努めるとともに、犯罪をし
た者等に対する支援のう
ち、各市町村が単独で実施
することが困難と考えられ
る支援や罪種・特性に応じ
た専門的な支援等を実施
し、地域における再犯防止
の取組を促進する。

県

●県直営で実施
・市町村担当者会議　R6.8.28　（14市町村17名参加）
・市町村担当者研修　R6.8.28　（14市町村17名参加）
●委託事業で実施
・犯罪をした者や家族、支援者等からの48時間の相談受付　2件

●県直営で実施
・市町村担当者会議　R6.9.10　（○市町村○名参加）
・市町村担当者研修　R6.9.10　（○市町村○名参加）
●委託事業で実施
・犯罪をした者や家族、支援者等からの48時間の相談受付　○件
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多様性・多文化共生関係

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

（国際交流、多文化共生関
係）
国際交流センター管理運営
費
地域多文化共生推進費

国際室

いわて外国人県民相談・支
援センターにおける外国人
相談体制や情報提供体制の
充実を図るとともに、地域
における国際化や多文化共
生を更に進めるため、市町
村や国際交流協会等を対象
とする研修や、地域づくり
関係者を巻き込んだワーク
ショップ等を実施する。

県

●いわて外国人県民相談・支援センターの設置　相談件数609件
●地域国際化推進会議の開催　４地域87人
●多文化共生に関する人材育成研修会、セミナー及びワークショッ
プへの補助を実施

●いわて外国人県民相談・支援センターの設置、運営
●地域国際化推進会議の開催　４地域
●多文化共生に関する人材育成研修会、セミナー及びワークショッ
プへの補助を実施

いわて男女共同参画プラン
推進事業

若者女性協働推進室

　男女共同参画や性の多様
性に係る理解向上を目的と
して、男女共同参画セン
ターを拠点とした各種啓発
や相談対応を行う。
　市町村におけるパート
ナーシップ制度の導入を促
進するため、市町村間の情
報共有や連携に向けた調整
を行う。

県、市町村

●男女共同参画センターにおける各種啓発活動
・　出前講座　52回　4715人
・　サポーター養成講座　認定者77人
・　男女共同参画に係る相談窓口
●ＬＧＢＴ等理解向上に向けた啓発活動
・　出前講座　37回 3782人（上記の内数）
・　企業向けセミナー
●パートナーシップ制度導入促進に向けた市町村への支援
・　制度導入や市町村間連携の促進に向けた調整・情報共有等

●男女共同参画センターにおける各種啓発活動
・　出前講座　8回　678人
・　サポーター養成講座　認定者○人
・　男女共同参画に係る相談窓口
●ＬＧＢＴQ+等理解向上に向けた啓発活動
・　出前講座　6回460人（上記の内数）
・　企業向けセミナー
●パートナーシップ制度導入促進に向けた市町村への支援
・　制度導入や市町村間連携の促進に向けた調整・情報共有等

(２)家族等への支援

ケアラー支援

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

岩手県高齢者総合支援セン
ター運営事業
（再掲）

長寿社会課

地域包括ケアを推進するた
め、県高齢者総合支援セン
ターを設置し、地域包括支
援センターが行う権利擁護
やケアマネジメント業務へ
の専門的支援、認知症の人
や家族の支援に資する事
業、社会貢献活動の促進に
関する支援などを実施。

県

●地域包括支援センター職員向け研修等の実施
・専門研修　９回
・ケアマネジメント等に関する相談件数　262件
・高齢者の権利擁護相談件数　42件
●認知症の本人及び家族向け電話相談
　146件

●地域包括支援センター職員向け研修等の実施
・専門研修　９回
・ケアマネジメント等に関する相談
・高齢者の権利擁護相談
●認知症の本人及び家族向け電話相談

発達障がい児等支援事業 障がい保健福祉課

県内でのペアレントメン
ターの養成及び家族支援体
制の構築のための研修を実
施する。また、ペアレント
メンターによる相談活動、
各機関等との会議等、様々
な機会を通し、ペアレント
メンターによる支援活動を
広く周知し、より支援の輪
を広げ、家族支援の充実を
図る。

県

ペアレントメンター養成講座（修了者数　14人） ペアレントメンター養成講座

　介護や支援が必要となっても、住み慣れた地域で安心して暮らすためには、地域における様々なサービスの充実とともに家族等の果たす役割も大きいことから、ケアを担う家族が、安心して自分らしく生
活できるよう、家族支援の取組を推進します。
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ヤングケアラー支援
事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

ヤングケアラー支援体制強
化事業

子ども子育て支援室

家族の介護等を担っている
「ヤングケアラ―」につい
て、その権利擁護のため、
実態把握による早期発見
と、必要な支援につなげる
ことによる負担の軽減、ヤ
ングケアラ―への相談支
援、関係機関のコーディ
ネート、支援者への研修、
県民への啓発などを実施。

県

●相談窓口の設置
・実施数　１カ所（253日開設）
●オンラインサロンの運営・支援
・実施数　　18回
●ヤングケアラー支援セミナーの実施
・実施数　　1回
●支援者向け出前講座等の実施
・実施数　13回
●高校生向け出前授業
・実施数　２回

●相談窓口の設置
・実施数　１カ所
●オンラインサロンの運営・支援
●ヤングケアラー支援セミナーの実施
●支援者向け出前講座等の実施
●高校生向け出前授業

ダブルケア支援
事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

重層的支援体制整備事業費
（都道府県後方支援事業
費）
【再掲】

地域福祉課

「重層的支援体制整備事
業」の実施市町村の拡大を
図るため、研修会の開催や
専門人材の養成などによ
り、市町村の取組を支援す
る。 県

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　参加者数：138人
●ダブルケア研修会（オンライン開催）
　参加者数：16名
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
　派遣回数：８市町15回
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修
　養成者数：42人

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　（包括的な支援体制の整備に向けた事業研修会）
●重層実施市町村担当者会議
●ダブルケア研修会
●地域福祉推進フォーラム
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
●各市町村ヒアリング
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修

岩手県高齢者総合支援セン
ター運営事業
【再掲】

長寿社会課

地域包括ケアを推進するた
め、県高齢者総合支援セン
ターを設置し、地域包括支
援センターが行う権利擁護
やケアマネジメント業務へ
の専門的支援、認知症の人
や家族の支援に資する事
業、社会貢献活動の促進に
関する支援などを実施。

県

●地域包括支援センター職員向け研修等の実施
・専門研修　９回
・ケアマネジメント等に関する相談件数　262件
・高齢者の権利擁護相談件数　42件
●認知症の本人及び家族向け電話相談
　146件

●地域包括支援センター職員向け研修等の実施
・専門研修　９回
・ケアマネジメント等に関する相談
・高齢者の権利擁護相談
●認知症の本人及び家族向け電話相談

保育対策総合支援事業【再
掲】

子ども子育て支援室

潜在保育士の就職や保育所
等の潜在保育士活用支援等
を行うため、保育士・保育
所支援センターに保育士再
就職支援コーディネーター
を配置し、マッチング支援
や相談支援を行う。

県

●保育士・保育所支援センターにおいて、潜在保育士への就職支
援、保育所と潜在保育士とのマッチング支援を実施
・相談件数　1,307件
・マッチング件数　100件

●保育士・保育所支援センターにおいて、潜在保育士への就職支
援、保育所と潜在保育士とのマッチング支援を実施
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介護離職防止
事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

地域包括ケアシステム基盤
確立事業費【再掲】

長寿社会課

地域包括ケアシステムを構
成する人材の養成等。

県

●認知症施策推進事業
・認知症地域支援推進員養成研修　51人養成
・認知症地域支援推進員活動促進研修　62人参加
・認知症地域支援推進員連絡会　39人参加
・認知症ケア向上支援連絡会　53人参加
●生活支援体制整備事業
・生活支援コーディネーター養成研修　44人養成
・生活支援コーディネーター連絡会　38人参加
・生活支援体制テーマ別研修　75人参加
・生活支援コーディネーター現地研修（２回）　計50人参加
・生活支援体制運営研修　95人参加
●リハビリテーション専門職参画促進事業
・介護予防に参画するリハ専門職育成研修　75人参加
・地域ケア会議に参画するリハ専門職育成研修　56人参加
・リハ専門職等連絡会　61人参加
●アドバイザー等派遣事業
・地域ケア会議への専門職、アドバイザー派遣　６市町村
・生活支援体制整備、認知症ケア向上に関する取組へのアドバイ
ザー派遣　６市町

●認知症施策推進事業
・認知症地域支援推進員養成研修　30人以上（見込）
・認知症地域支援推進員活動促進研修　35人以上（見込）
・認知症地域支援推進員連絡会　30人以上（見込）
・認知症ケア向上支援連絡会　30人以上（見込）
●生活支援体制整備事業
・生活支援コーディネーター養成研修　30人（見込）
・生活支援コーディネーター連絡　50人（見込）
・生活支援体制テーマ別研修　50人（見込）
・生活支援コーディネーター現地研修（２回）　計50人（見込）
・生活支援体制運営研修　30人（見込）
●リハビリテーション専門職参画促進事業
・介護予防に参画するリハ専門職育成研修　50人（見込）
・地域ケア会議に参画するリハ専門職育成研修　65人（見込）
・リハ専門職等連絡会　50人（見込）
●アドバイザー等派遣事業
・地域ケア会議への専門職、アドバイザー派遣　延べ７市町村（見
込）
・生活支援体制整備、認知症ケア向上に関する取組へのアドバイ
ザー派遣　５市町村以上（見込）

岩手県高齢者総合支援セン
ター運営事業【再掲】

長寿社会課

地域包括ケアを推進するた
め、県高齢者総合支援セン
ターを設置し、地域包括支
援センターが行う権利擁護
やケアマネジメント業務へ
の専門的支援、認知症の人
や家族の支援に資する事
業、社会貢献活動の促進に
関する支援などを実施。

県

●地域包括支援センター職員向け研修等の実施
・専門研修　９回
・ケアマネジメント等に関する相談件数　262件
・高齢者の権利擁護相談件数　42件
●認知症の本人及び家族向け電話相談
　146件

●地域包括支援センター職員向け研修等の実施
・専門研修　９回
・ケアマネジメント等に関する相談
・高齢者の権利擁護相談
●認知症の本人及び家族向け電話相談

重層的支援体制整備事業費
（都道府県後方支援事業
費）
【再掲】

地域福祉課

「重層的支援体制整備事
業」の実施市町村の拡大を
図るため、研修会の開催や
専門人材の養成などによ
り、市町村の取組を支援す
る。

県

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　参加者数：138人
●ダブルケア研修会（オンライン開催）
　参加者数：16名
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
　派遣回数：８市町15回
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修
　養成者数：42人

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　（包括的な支援体制の整備に向けた事業研修会）
●重層実施市町村担当者会議
●ダブルケア研修会
●地域福祉推進フォーラム
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
●各市町村ヒアリング
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修
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４　福祉でまちづくり

(１)地域福祉活動における
住民活躍の仕組みづくり

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

ボランティアセンター活動
費補助【再掲】

地域福祉課

広域的見地からボランティ
ア活動に参加しやくする体
制を整備するとともに、あ
らゆる機会を通じてボラン
ティア活動に対する住民の
関心を高める。 県社協

●ボランティア体験inいわて
　25事業所・団体がプログラム提供
●コーディネーター研修会
　秋田・山形豪雨災害はじめ被災地支援等のため開催中止
●ボランティア出前講座　６箇所開催
●地域で育む福祉教育推進事業
　児童・生徒と学校、地域住民が地域の福祉課題に着目し、課題解決
に向けた取組を進めることにより、地域全体の福祉意識を高める活動
のさらなる推進を目的に、活動を実践する市町村社協への費用の補助
を実施

●ボランティア体験inいわて
●コーディネーター研修会
●ボランティア出前講座
●地域で育む福祉教育推進事業

重層的支援体制整備事業費
（都道府県後方支援事業
費）
【再掲】

地域福祉課

「重層的支援体制整備事
業」の実施市町村の拡大を
図るため、研修会の開催や
専門人材の養成などによ
り、市町村の取組を支援す
る。

県

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　参加者数：138人
●ダブルケア研修会（オンライン開催）
　参加者数：16名
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
　派遣回数：８市町15回
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修
　養成者数：42人

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　（包括的な支援体制の整備に向けた事業研修会）
●重層実施市町村担当者会議
●ダブルケア研修会
●地域福祉推進フォーラム
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
●各市町村ヒアリング
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修

民生（児童）委員活動費
【再掲】

地域福祉課

民生（児童）委員の人材確
保と活動の助長を図る。

県

●民生委員充足率　96％（3/31現在）
　定数：3,775人、委嘱数：3,630人
●民生児童委員研修の実施
・会長・副会長（本庁、県社協委託）314名
・主任児童委員（県社協委託）210名
・新任委員研修（県社協委託）572名
・中堅委員研修（県社協委託）414名
●震災後活動負担が増加している民生児童委員の経済的負担の軽減を
図るため活動負担増分に係る補助を実施

●民生児童委員研修の実施
・会長・副会長（県社協委託）
・主任児童委員（県社協委託）
・新任委員研修（県社協委託）

個別避難計画作成支援事業 復興くらし再建課

災害発生時に、高齢者や障
がい者などの避難行動要支
援者への避難支援が迅速か
つ的確に行われるよう、市
町村における個別避難計画
の作成を支援する。 県

●市町村担当者研修会の開催（参加者数：59人）
●市町村担当者意見交換会の実施（参加者数：37人）
●防災関係者又は福祉関係者を対象とした研修会における取組周知及
び協力依頼（R6.4～R7.3）：10回
●津波災害における避難支援に係る沿岸市町村との意見交換の実施
（４回開催）

●市町村担当者研修会の開催
●市町村担当者意見交換会の実施
●防災関係者又は福祉関係者を対象とした研修会における取組周知及
び協力依頼
●津波災害における避難支援に係る沿岸市町村との意見交換の実施
●津波浸水想定区域における避難行動要支援者の避難対策支援として
個別避難計画作成や避難訓練等の実施によるモデル事例の作成。
●支援が困難な避難行動要支援者の避難対策支援として個別避難計画
作成や避難訓練等の実施によるモデル事例の作成。

　住民が主体となった地域福祉の取組を促進するため、社会福祉行政の推進に住民が参画しやすい仕組みづくりや、高齢者や障がい者、子育て家庭などの日常の生活を住民参加により支援する仕組みづくりを
進めます。
　また、災害時に要配慮者への支援を迅速かつ的確にできるよう、避難行動要支援者名簿に基づく個別計画の策定や福祉避難所の充実など市町村の取組を促進するとともに、災害派遣福祉チームの派遣体制強
化や防災ボランティアの受入体制の構築を進めます。
　さらに、ユニバーサルデザインの考え方に基づき、誰もが安心して生活できる「ひとにやさしいまちづくり」を進めます。

　誰もが住み慣れた地域で安心して生活できるよう、地域包括ケアや障がい者の地域移行・地域生活支援など、各福祉施策を通じたまちづくりの推進に加え、住民参加による生活支援の仕組みづくりや多様な福祉活動を展開するボラン
ティア･ＮＰＯの支援、社会福祉法人などの民間団体・企業等による地域貢献活動の促進などを通じて、ニーズに対応した新たな福祉サービスの創出や提供など、住民が主体となった「福祉でまちづくり」を進めます。
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

岩手県防災ボランティア支
援ネットワーク事業

地域福祉課

災害時に効果的な防災ボラ
ンティア活動の支援を行う
ため、関係機関・団体が連
携・協働のあり方を協議す
る連絡会議を開催するとと
もに連絡会議が主催する研
修会等を実施する。

県

●連絡会議開催（令和７年１月29日開催） ●連絡会議開催

災害派遣福祉チーム派遣体
制強化事業

地域福祉課

災害派遣福祉チームの派遣
体制の強化に向けた取組を
進めるとともに市町村の避
難行動要支援者の避難行動
支援対策の取組を支援す
る。

県

●災害派遣福祉チームの派遣体制構築のためチーム員の養成研修等を
実施
・チーム員登録研修（13名受講）
・スキルアップ研修Ⅰ（17名受講）
●岩手県総合防災訓練への参画（令和６年11月10日）
●災害福祉支援コーディネータ４名の配置（県社協１、盛岡２、中
部・両磐・胆江１）

●災害派遣福祉チームの派遣体制構築のためチーム員の養成研修等の
実施
●岩手県総合防災訓練への参画
●災害福祉支援コーディネータの配置

救助事務費 復興くらし再建課

災害の被災者に対する応急
救助を迅速かつ的確に実施
するため、市町村等の災害
救助事務担当者を対象とし
た研修会を行う。

県

●災害救助法等事務担当者研修会の実施（R6.7.26開催、参加者：70
人）

●災害救助法等事務担当者研修会の実施

ユニバーサルデザイン推進
事業

地域福祉課

ひとにやさしいまちづくり
条例に基づき、ひとにやさ
しいまちづくりを推進する
ため、研修、表彰、推進協
議会の運営等を実施。

県

●ひとにやさしいまちづくり推進指針（2025～2029）制定
●ひとにやさしいまちづくりセミナーの開催（ハイブリッド開催）
・12月12日　参加者数　28人
・12月25日　参加者数　11人
・1月21日　 参加者数　25人
・1月31日　 参加者数　9人
●岩手県ひとにやさしいまちづくり推進協議会の開催
（９月、１月）
●いわてUD電子マップの運営
●UDの理解促進のための広報実施
●希望郷いわてモニターアンケートの実施（５月～６月）
●ヘルプマークの普及
・ヘルプマーク及びステッカーの作成・配布
・ポスター掲示、X投稿

●ひとにやさしいまちづくり推進指針（2025～2029）パンフレット作
成
●ひとにやさしいまちづくりセミナーの開催
●知事表彰の実施
●岩手県ひとにやさしいまちづくり推進協議会の開催
●いわてUD電子マップの運営
●UDの理解促進のための広報の実施
●希望郷いわてモニターアンケートの実施、こどもモニターアンケー
トの実施
●ヘルプマークの普及
・ヘルプマーク及びステッカーの作成・配布
・ポスター掲示、SNS掲載

障がい者駐車場適正利用促
進事業【再掲】

地域福祉課

車いす使用者駐車区画の適
正利用を図るため、ひとに
やさしい駐車場利用証制度
を運営。

県

●ひとにやさしい駐車場利用証制度の運営
・ひとにやさしい駐車場指定施設数　 559箇所
・駐車場指定駐車区画数　1,185区画
・カラーコーンカバー施設証の使用
・施設管理者等に対する広報活動　年14回

●ひとにやさしい駐車場利用証制度の運営
・指定駐車施設拡大のための広報活動の実施

ひとにやさしいまちづくり
推進資金貸付金

地域福祉課

不特定多数の人が利用する
民間の施設の設置・管理者
が高齢者や障がい者等の利
便に苦慮して、自らの店舗
等を新築、増・改築を行う
場合に要する資金を金融機
関を通じて低利で融資。

県

●県ホームページへの掲載 ●県ホームページへの掲載

公営住宅ストック総合改善
事業

建築住宅課

公営住宅の段差解消や手す
り設置などのバリアフリー
化改修等を実施し、入居者
の居住性を改善する取組を
進める。

県

県営銅谷アパート（1号棟）リフレッシュ工事（R5-R6債務） 県営銅谷アパート（2号棟）リフレッシュ工事（R6-R7債務）
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(２)多様な担い手（主体）
による地域福祉活動の取組

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

ボランティアセンター活動
費補助【再掲】

地域福祉課

広域的見地からボランティ
ア活動に参加しやくする体
制を整備するとともに、あ
らゆる機会を通じてボラン
ティア活動に対する住民の
関心を高める。 県社協

●ボランティア体験inいわて
　25事業所・団体がプログラム提供
●コーディネーター研修会
　秋田・山形豪雨災害はじめ被災地支援等のため開催中止
●ボランティア出前講座　６箇所開催
●地域で育む福祉教育推進事業
　児童・生徒と学校、地域住民が地域の福祉課題に着目し、課題解決
に向けた取組を進めることにより、地域全体の福祉意識を高める活動
のさらなる推進を目的に、活動を実践する市町村社協への費用の補助
を実施

●ボランティア体験inいわて
●コーディネーター研修会
●ボランティア出前講座
●地域で育む福祉教育推進事業

高齢者社会貢献活動支援事
業

長寿社会課

高齢者社会貢献活動サポー
トセンターの設置。 県

●アイーナ（盛岡市）内に高齢者社会貢献活動サポートセンターを設
置し高齢者団体等からの相談に対応。
・相談件数　123件

●令和７年度からは高齢者総合支援センターにて、高齢者団体等から
の相談に対応。

岩手県高齢者総合支援セン
ター運営事業（社会貢献活
動促進）

長寿社会課

地域包括ケアを推進するた
め、県高齢者総合支援セン
ターを設置し、地域包括支
援センターが行う権利擁護
やケアマネジメント業務へ
の専門的支援、認知症の人
や家族の支援に資する事
業、社会貢献活動の促進に
関する支援などを実施。

県 ―

●高齢者の社会貢献活動を促進することを目的に、アイーナ（盛岡
市）に社会貢献活動に関する相談窓口を設置し、高齢者や高齢者団体
等からの相談に応じる。

ＮＰＯ活動交流センター管
理運営事業

若者女性協働推進室

多様な市民活動を推進する
拠点であるＮＰＯ活動交流
センターを通じて、市民活
動への参画や連携・協働に
向けた機運醸成とネット
ワークづくり、ＮＰＯの活
動促進に向けた支援を行
う。

県

●ＮＰＯに関する県民理解の促進業務として、「情報収集、情報提
供」「ホームページの管理運営」「相談業務等」を実施
・相談対応件数　231件
・ＨＰアクセス数　228,823件
●ＮＰＯ・ボランティア活動情報誌の発行　３回（７月、11月、３
月）
●県民活動交流センターの運営調整を実施

●ＮＰＯに関する県民理解の促進業務として、「情報収集、情報提
供」「ホームページの管理運営」「相談業務等」を実施
・相談対応件数　190件（目標値）
・ＨＰアクセス数　240,000件（目標値）
●ＮＰＯ・ボランティア活動情報誌の発行　３回（８月、11月、３月
（予定））
●県民活動交流センターの運営調整を実施

事業型ＮＰＯ育成事業 若者女性協働推進室

復興支援活動、社会のニー
ズに対応した市民活動、地
域課題解決の担い手として
活躍がますます期待される
ＮＰＯの安定的な運営に向
けて「いわてソーシャルビ
ジネスサポートネットワー
ク」を活用したＮＰＯの運
営基盤強化支援を行う。

県

●ＮＰＯ組織マネジメント研修の開催（いわてソーシャルビジネスサ
ポートネットワークと協働）
　２日間で10回の講座を実施（12/3、1/24）

●ＮＰＯ組織マネジメント研修の開催（いわてソーシャルビジネスサ
ポートネットワークと協働）
　９回の講座を実施予定（日程未定）

社会福祉経営サポート事業
【再掲】

地域福祉課

社会福祉法人運営に精通す
る専門家を講師としたセミ
ナー及び個別相談会を開催
し、県と連携した専門家
（支援相談員（仮称））に
よる伴走型サポートにつな
げようとするもの。

県

●社会福祉法人経営サポートセミナー・個別相談
　３回開催（7/22久慈、8/26釜石、9/12盛岡）

●社会福祉法人経営サポートセミナー・個別相談
　３回開催予定（7/30久慈、8/28釜石、9/10盛岡）

　地域の福祉的課題において、地域住民による自主的活動、ボランティアや福祉活動を行うＮＰＯはもとより、社会福祉法人による地域公益事業や農福連携等の取組のほか、企業による地域貢献活動など、
様々な担い手が主体となって地域の福祉課題に参画できるよう、その取組を支援します。
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

障がい者就労・社会参加支
援事業費【再掲】

障がい保健福祉課

障がい者が自立した生活が
できるよう、農林水産業と
の連携による工賃向上の取
組等就労支援を実施。

県

●コーディネーターの配置やマッチング支援を実施
・マッチング件数　13件
・農福連携マルシェの開催　２回
・農林水業者向け研修会の開催　２回
・障害福祉サービス事業所職員向け研修会の開催　４回
・アドバイザー等派遣　４回
・農業に取り組んでいる就労継続支援Ａ型事業所の割合　41.3％
・農業に取り組んでいる就労継続支援Ｂ型事業所の割合　47.5％

障がい者共生地域活性化支援事業費へ移行

障がい者共生地域活性化支
援事業費【再掲】

障がい保健福祉課

障がい者が働く福祉的就労
の場と一般企業や農林水産
業者等の連携・共生を促進
することにより、障がい者
の所得保障とあわせ、社会
経済活動の担い手確保を通
じ、人口減少を克服するた
めの地域活性化を図ろうと
するもの。

県 ―

（令和７年度新規事業）
・一般事業者等と事業所のマッチング支援
・マッチング支援事例の自走化支援
・連携事例の共有
・普及啓発及び販路拡大支援

県南地域ノウフク連携推進
サポート事業費

農林水産部
（県南広域振興局農
政部、保健福祉環境
部）

障がい者の農業分野での活
躍を通じて、農業経営や産
地の維持発展を図るととも
に、障がい者の社会参加や
生きがい創出を実現する。

※地域経営推進費事業

県
（県南広域振興
局農政部、保健
福祉環境部）

１ 農福連携に係る普及啓発・相互理解
 (1) 農業・福祉の双方に理解のあるコーディネーターの人材育成
   強化
　 ①「農福連携支援員」養成研修の開催
　　　【1/28　参加者18名】
　 ②「農福連携技術支援者育成研修」(農林水産省主催)の受講支
    援(派遣経費助成)
　　　【12/18青森県研修１名】
 (2) 農福連携に対する消費者等の理解増進・普及啓発のためのPR
   ツールの作製
　　　【横断幕】
 (3) 障がい者福祉事業所の組織が開催する販促イベントや、小売
   店等での販売コーナー等の装飾及び情報発信
　　　【随時】
２ 農福連携支援員の派遣によるマッチング支援・フォローアップ
 (1) 農福連携支援員の派遣（受入農業者支援、障がい者雇用環境
   の助言、障がい者の作業精度向上支援）
　　　【随時】
 (2) 障がい者雇用に向けた作業工程の改善や契約等に係る農福相
   互の調整支援
　　　【随時】
 (3) 農福連携作業体験会の開催、新規マッチング相談会の開催
　　　【第１回7/31参加者18名、第２回9/27参加者７名、
        第３回8/29参加者13名】
３ 農福連携等関係者会議を主体とした「ノウフク推進体制構築」
 に向けた検討
 (1) 農福分野にとどまらず、教育や他産業分野との連携の仕組み
   を構築するための会議等の開催　【随時】

１　農福連携に係る普及啓発・相互理解
　(1) 農業者等を対象としたセミナーの開催
　(2) 障がい者就労支援事業所職員等を対象とした、既取組事業
    所見学会の開催
　(3) 農福連携に対する消費者理解増進のためのPR、障がい事業
    所商品販売会での情報発信
２　農福連携支援員の派遣によるマッチング支援・フォローアップ
　(1) 農福連携支援員の派遣（受入農業者支援、障がい者雇用環
    境の助言、障がい者の作業精度向上支援）
　(2) 障がい者雇用に向けた作業工程の改善や契約等に係る農福
    相互の調整
　　支援
３　農福連携作業体験会・農福連携への参入に向けた相談会の開催
　(1) 事業者を対象とした農福連携作業体験会の開催
　(2) JA職業紹介所と連携した、働き手を必要とする農業者向け
    農福連携
　　説明会の実施
　(3) 特別支援学校の生徒を対象とした、農家での就労体験の支
    援
４　多様な主体が農福連携に参画できる環境整備の推進
　(1) 生活困窮者（生保受給者）向け就労支援事業との連携（就
    労先として農業を紹介、マッチング支援）
　(2) 若者の求職者等の農業への参入についての検討

林業担い手確保対策事業費
農林水産部
（盛岡広域振興局林
務部）

林業従事者の減少や高齢化
が進行する中、不足する労
働力の補完に向け、林福連
携による障がい者の関連作
業への参加を支援する。

※地域経営推進費事業

県
（盛岡広域振興
局林務部）

１　林福連携を促す情報誌「林福連携イーハトーブ通信」のバックナ
ンバー（創刊～20号）を盛岡局のHP上で公表
２　障がい者・生活困窮者の就労支援
　 これまでのトライアル雇用の実施結果から、林内での労働強度の
高い作業での就労は困難と判断し、全国的に成功事例のある苗木生産
への就労可能性について調査・試験を実施。横澤林業(株)の協力によ
り、ナラの実採取功程調査、発芽試験を実施。

１　林福連携を促す情報誌「林福連携イーハトーブ通信」のバックナ
ンバー（創刊～20号）を盛岡局のHP上で公表
２　障がい者・生活困窮者の就労支援
　 林福連携事業に取組んでいる横澤林業(株)と共に、宮崎県の原木
しいたけ生産、苗木生産事例の視察を行い連携している福祉施設での
実施可能性について調査する。
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(３)地域福祉活動における
多様な財源の活用

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

いわて保健福祉基金助成事
業

長寿社会課

保健福祉又は地域福祉の増
進を図るため、民間団体等
が実施する先駆的、先導的
な事業や高齢者の社会貢献
活動に対する助成。

（公財）いきい
き岩手支援財団

●一般枠分
　交付決定額34,198千円（52事業）
●特別枠分
　交付決定額4,109千円（27事業）

●保健福祉又は地域福祉の増進を図るため、民間団体等が実施する先
駆的、先導的な事業や高齢者の社会貢献活動に対して助成する。

岩手県共同募金会 地域福祉課

毎年一回、厚生労働大臣の
定める期間内に寄附金を募
集し、県内の地域福祉の推
進を図るため、社会福祉事
業、更生保護事業その他の
社会福祉を目的とする事業
を経営する者に配分する。

社会福祉法人岩
手県共同募金会

●一般募金実績額　224,362千円
●歳末たすけあい募金実績額　124,135千円

●一般募金の実施
●歳末たすけあい募金の実施

　ボランティアやＮＰＯをはじめ、住民が任意で組織する団体などが、地域でスムーズに福祉活動ができるよう、各種基金や民間資金を活用しやすいようにするとともに、共同募金や歳末たすけあいなどの善
意による寄付の意識を高め、地域福祉活動の財源としての活用を支援します。
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５　被災経験を活かした支援体制づくり

(１)東日本大震災津波にお
ける被災者支援

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

被災者生活支援事業費 復興くらし再建課

　いわて被災者支援セン
ターを設置し、応急仮設住
宅から恒久的な住宅へ移行
した後においても経済面や
生活設計などの課題を抱え
る被災者について、必要な
支援を行う。

県

　いわて被災者支援センター（釜石市）及びサブセンター（盛岡
市）の設置による支援の実施。
・新規相談者数　　 94人
・相談対応回数　2,770回

　昨年度（現行）の体制を維持し、弁護士やファイナンシャルプラ
ンナーと連携した被災者一人ひとりの状況に応じた支援を実施。

被災地コミュニティ支援事
業

復興くらし再建課

コーディネーターの配置
等、コミュニティ形成が円
滑に進むよう市町村等を支
援する。

県

(1)コミュニティ形成に向けた市町への支援等
市町の庁内関連部署、支援団体等との協働体制（プラットフォー

ム）を構築し、被災地におけるコミュニティ支援施策の一般施策へ
の移行を支援。
コーディネーターによる訪問回数　18回

(2)災害公営住宅における自治組織運営支援等
住民主体の自治組織運営に向けたコーディネートやアドバイス、

自主行事開催に向けた取り組みの定着を支援。
コーディネーターによる訪問回数　263回

　昨年度に引き続き、被災地のコミュニティ支援に関するコーディ
ネーターを配置し、コミュニティの形成に向けた市町への助言や研
修会、また、コミュニティ活動の定着に向けた自治組織等への助言
及び自治会役員の交流会等による人材育成を実施。

生活福祉資金貸付事業推進
費補助（被災者生活支援事
業費補助）

地域福祉課

　被災世帯の生活の復興の
ため、岩手県社会福
祉協議会が災害公営住宅等
において必要な
見守りを行う生活支援相談
員の配置に要する
経費を補助する。

岩手県社会福祉
協議会

●県社協及び７市町社協に生活支援相談員42名を配置（令和６年度
末）
●被災者の見守り・相談支援等の個別支援に加え、住民相互に支え
合うコミュニティ形成を行う地域支援を実施
●６市町で12か所の地域見守り支援拠点を設置し、見守り・相談支
援のほか、サロン活動等の地域支援により災害公営住宅の入居者相
互の交流や近隣住民との交流を促進

●県社協及び７市町社協に生活支援相談員47名（計画数）を配置
●被災者の見守り・相談支援等の個別支援に加え、住民相互に支え
合うコミュニティ形成を行う地域支援を実施
●６市町で12か所の地域見守り支援拠点を設置し、見守り・相談支
援のほか、サロン活動等の地域支援により災害公営住宅の入居者相
互の交流や近隣住民との交流を促進

社会福祉活動推進費（福
祉・防災ボランティア活動
推進費）

地域福祉課

　ボランティア活動を推進
するため、県社協ボラン
ティアセンターが実施する
ボランティア養成等の事業
に要する経費を補助すると
ともに、平常時における関
係機関・団体とのネット
ワーク構築を図る。

岩手県社会福祉
協議会

●市町村域ネットワーク連絡会議の開催（９回）
●ボランティアセンター設置運営研修の開催（10回）
●三者連携体制の構築に向けた研修会の開催（１回）

●市町村域ネットワーク連絡会議の開催
●ボランティアセンター設置運営研修の開催
●三者連携体制の構築に向けた研修会の開催

被災者見守り支援事業費 地域福祉課

　市町村における中長期的
な被災者支援体制の構築を
支援するため、市町村、県
社協、市町村社協との意見
交換会を開催する。

県

●７市町村・市町村社協（宮古市、大船渡市、花巻市、陸前高田
市、釜石市、大槌町、山田町）を対象に、被災者支援の方向性に関
する意見交換を実施

●７市町村・市町村社協（宮古市、大船渡市、花巻市、陸前高田
市、釜石市、大槌町、山田町）を対象に、被災者支援の方向性に関
する意見交換を実施

被災地こころのケア対策事
業費（こころのケアセン
ター等設置運営事業費）

障がい保健福祉課

　東日本大震災津波による
被災者の精神的負担を軽減
するため、長期にわたる継
続した専門的ケアを実施す
る「岩手県こころのケアセ
ンター」、「地域こころの
ケアセンター」を運営する
もの。

県

● こころのケアセンターの設置・運営
・岩手県こころのケアセンター（中央センター）

１か所（矢巾：岩手医科大学内）
・地域こころのケアセンター　４か所（久慈、宮古、釜石、大船
渡）
● 相談支援件数　　11,390件
● こころのケアケース検討数　521件

● こころのケアセンターの設置・運営
・岩手県こころのケアセンター（中央センター）

１か所（矢巾：岩手医科大学内）
・地域こころのケアセンター　４か所（久慈、宮古、釜石、大船
渡）

　被災者の新たな生活環境において、それぞれの実情に応じた生活支援サービスが創出されるなど、被災者が安心して生活できる環境づくりが求められています。そのため、被災者の福祉的ニーズと関係機
関・団体間のコーディネーター役となる人材の確保・育成を図るとともに、多職種連携の取組や関係機関・団体等の横断的なネットワークの強化を進め、被災者の生活再建のステージに応じた見守り支援や
新たなコミュニティの形成・活動の定着など、中長期的な見守り支援体制の充実を促進します。

　東日本大震災津波の発生により、沿岸部を中心に多くの方が被災され、復興事業が進む一方で、被災された方の高齢化、人口流出による地域の担い手の減少、新たなコミュニティにおける生活の孤立化が懸念されるなど、依然とし
て多くの課題が指摘されています。そのため、今後も中長期的な視点により、被災者や被災地域への支援を継続していきます。
　また、平成28年の台風10号災害など、近年、大規模な自然災害が頻発していることから、東日本大震災津波における様々な支援の経験を踏まえ、今後の災害に備える必要があります。
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

児童養育支援ネットワーク
事業費（被災児童対策事業
費）

子ども子育て支援室

　東日本大震災津波で被災
したことなどにより、震災
ストレスや様々な要因によ
り精神的不調をきたしてい
る子どもや、被災孤児を養
育する里親等に対して支援
を行い、こころの健康の回
復と子どもの生活の安定と
を図る。

県

●いわてこどもケアセンターの設置・運営
　いわてこどもケアセンター　１箇所
　沿岸３地区　各週１回　相談場所開設　計140日
●相談延べ件数
　2,007件
　

●いわてこどもケアセンターの設置・運営
　いわてこどもケアセンター　１箇所
　沿岸３地区　各週１回　相談場所開設　計120日

　

(２)今後の災害への備え

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

災害派遣福祉チーム派遣体
制強化事業費

地域福祉課

　災害派遣福祉チームの派
遣体制の充実を図り、チー
ムが活動しやすい環境づく
り及び県内の災害時要配慮
者対策の底上げを図る。 県

●災害派遣福祉チームの派遣体制構築のためチーム員の養成研修等
を実施
・チーム員登録研修（13名受講）
・スキルアップ研修Ⅰ（17名受講）
●岩手県総合防災訓練への参画（令和６年11月10日）
●災害福祉支援コーディネータ４名の配置（県社協１、盛岡２、中
部・両磐・胆江１）

●災害派遣福祉チームの派遣体制構築のためチーム員の養成研修等
の実施
●岩手県総合防災訓練への参画
●災害福祉支援コーディネータの配置

重層的支援体制整備事業
（都道府県後方支援事業）
【再掲】

地域福祉課

「重層的支援体制整備事
業」の実施市町村の拡大を
図るため、研修会の開催や
専門人材の養成などによ
り、市町村の取組を支援す
る。

県

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　参加者数：138人
●ダブルケア研修会（オンライン開催）
　参加者数：16名
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
　派遣回数：８市町15回
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修
　養成者数：42人

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　（包括的な支援体制の整備に向けた事業研修会）
●重層実施市町村担当者会議
●ダブルケア研修会
●地域福祉推進フォーラム
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
●各市町村ヒアリング
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修

社会福祉活動推進費（福
祉・防災ボランティア活動
推進費）【再掲】

地域福祉課

　ボランティア活動を推進
するため、県社協ボラン
ティアセンターが実施する
ボランティア養成等の事業
に要する経費を補助すると
ともに、平常時における関
係機関・団体とのネット
ワーク構築を図る。

岩手県社会福祉
協議会

●市町村域ネットワーク連絡会議の開催（９回）
●ボランティアセンター設置運営研修の開催（10回）
●三者連携体制の構築に向けた研修会の開催（１回）

●市町村域ネットワーク連絡会議の開催
●ボランティアセンター設置運営研修の開催
●三者連携体制の構築に向けた研修会の開催

ＮＰＯ等による復興支援事
業

若者女性協働推進室

　岩手県内各地で実施され
ている多様な主体の連携に
よる復興支援活動等に対
し、活動資金面での支援を
行うとともに、復興支援活
動の担い手となるＮＰＯ等
の経営能力強化の取組を行
う。

県

●ＮＰＯ等による復興支援事業費補助
（復興枠５団体、一般枠７団体）
●県内ＮＰＯ法人と県外企業との交流会（１回）
●ＮＰＯ法人補助事業等経理指導（説明会１回）
●ＮＰＯ法人認証数　473法人（Ｒ７.３末）
●ＮＰＯ法人数(保健医療福祉分野)　322法人（Ｒ７.３末）
●認定ＮＰＯ法人数　22法人（Ｒ７.３末）

●ＮＰＯ等による復興支援事業費補助（R7.6月末現在）
（復興枠３団体、一般枠３団体）
●ＮＰＯ法人補助事業等経理指導（説明会１回予定）
●ＮＰＯ法人認証数　474法人（Ｒ７.６末）
●ＮＰＯ法人数(保健医療福祉分野)　322法人（Ｒ７.６末）
●認定ＮＰＯ法人数　22法人（Ｒ７.６末）

　東日本大震災津波における地域福祉支援の経験を踏まえ、今後の災害への備えとして、全県的な視点で災害支援における専門的能力を備えた福祉・介護従事者や、施策を立案する福祉行政職員とともに、
地域住民の主体的な参画や、地域福祉活動を率先して行うボランティアなどの育成が必要です。
　これら福祉専門職や地域住民等との協働により、被災者の実情に応じた生活支援サービスの創出と提供が行われるよう、被災者支援に従事する人材の確保・育成を進めます。
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

災害マネジメントサイクル
推進事業費（災害ケースマ
ネジメント）

復興くらし再建課

　震災からの復旧・復興を
進める中で得られた教訓・
知見を踏まえ、平時からの
災害ケースマネジメント体
制の推進を図る。

県

●災害ケースマネジメント推進研修会の開催（２回開催。参加者
数：第１回41人、第２回39人）
●岩手県災害ケースマネジメント推進検討会議の設置
●アウトリーチ人材育成プログラムの調査研究及び作成
●市町村調査の実施

●災害ケースマネジメント推進研修会の開催
●岩手県災害ケースマネジメント推進検討会議の開催
●アウトリーチ人材育成研修会の開催

個別避難計画作成支援事業
費

復興くらし再建課

　災害対策基本法に基づ
く、災害時の個別避難計画
に関する作成支援を行う。

県

●市町村担当者研修会の開催（参加者数：59人）
●市町村担当者意見交換会の実施（参加者数：37人）
●防災関係者又は福祉関係者を対象とした研修会における取組周知
及び協力依頼（R6.4～R7.3）：10回
●津波災害における避難支援に係る沿岸市町村との意見交換の実施
（４回開催）

●市町村担当者研修会の開催
●市町村担当者意見交換会の実施
●防災関係者又は福祉関係者を対象とした研修会における取組周知
及び協力依頼
●津波災害における避難支援に係る沿岸市町村との意見交換の実施
●津波浸水想定区域における避難行動要支援者の避難対策支援とし
て個別避難計画の作成や避難訓練の実施等によるモデル事例の作
成。
●支援が困難な避難講堂要支援者の避難対策支援として個別避難計
画の作成や避難訓練の実施等によるモデル事例の作成。

自主防災組織強化事業費 防災課

　住民主体の防災活動によ
る地域防災力向上を推進す
るため、自主防災組織の中
核人材を育成するととも
に、防災人材を活用し、自
主防災組織等の活動を支援
するもの。

県

●地域防災サポーター派遣：63回
●防災士養成研修：95名受講
●自主防災組織リーダー研修会：19市町村53名（計２回開催）

●地域防災サポーター派遣（見込）：約60回
●防災士養成研修（予定）：10/18（土）～19（日）開催
●自主防災組織リーダー研修会（予定）：11月頃開催（２回）

民生（児童）委員活動費
【再掲】

地域福祉課

　地域福祉の推進の上で重
要な役割を担っている民生
委員・児童委員の人材の確
保と活動の助長を図る。

県

●民生委員充足率　96％（3/31現在）
　定数：3,775人、委嘱数：3,630人
●民生児童委員研修の実施
・会長・副会長（本庁、県社協委託）314名
・主任児童委員（県社協委託）210名
・新任委員研修（県社協委託）572名
・中堅委員研修（県社協委託）414名
●震災後活動負担が増加している民生児童委員の経済的負担の軽減
を図るため活動負担増分に係る補助を実施

●民生児童委員研修の実施
・会長・副会長（県社協委託）
・主任児童委員（県社協委託）
・新任委員研修（県社協委託）

医療的ケア児支援センター
管理運営費

障がい保健福祉課

医療的ケア児及びその家族
の相談に応じ、情報の提
供、助言、その他の支援を
行うほか、関係機関等への
情報の提供及び研修等の業
務や連絡調整を行う。

県

災害時支援のための勉強会の開催　１回　オンライン37名参加
アーカイブ271回視聴

・災害時支援取組事例集（令和７年度）版の発行

児童養育支援ネットワーク
事業（被災児童対策事業）

子ども子育て支援室

　震災ストレスや様々な要
因により精神的不調をきた
している子どものこころの
健康の回復と生活の安定を
図る。

県

●いわてこどもケアセンターの設置・運営
　いわてこどもケアセンター　１箇所
　沿岸３地区　各週１回　相談場所開設　計120日

●いわてこどもケアセンターの設置・運営
　いわてこどもケアセンター　１箇所
　沿岸３地区　各週１回　相談場所開設　計120日
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６　市町村の体制づくり

(１)地域福祉計画の推進体
制

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

重層的支援体制整備事業費
（都道府県後方支援事業
費）【再掲】

地域福祉課

「重層的支援体制整備事
業」の実施市町村の拡大を
図るため、研修会の開催や
専門人材の養成などによ
り、市町村の取組を支援す
る。 県

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　参加者数：138人
●ダブルケア研修会（オンライン開催）
　参加者数：16名
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
　派遣回数：８市町15回
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修
　養成者数：42人

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　（包括的な支援体制の整備に向けた事業研修会）
●重層実施市町村担当者会議
●ダブルケア研修会
●地域福祉推進フォーラム
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
●各市町村ヒアリング
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修

(２)包括的な支援体制の整
備に向けた支援

事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

重層的支援体制整備事業費
（都道府県後方支援事業
費）【再掲】

地域福祉課

「重層的支援体制整備事
業」の実施市町村の拡大を
図るため、研修会の開催や
専門人材の養成などによ
り、市町村の取組を支援す
る。 県

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　参加者数：138人
●ダブルケア研修会（オンライン開催）
　参加者数：16名
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
　派遣回数：８市町15回
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修
　養成者数：42人

（ノウハウ面での支援）
●重層的支援体制整備事業研修会（兼連絡調整会議）
　（包括的な支援体制の整備に向けた事業研修会）
●重層実施市町村担当者会議
●ダブルケア研修会
●地域福祉推進フォーラム
●重層的支援体制構築アドバイザーの派遣
●各市町村ヒアリング
（人材の育成・確保）
●コミュニティソーシャルワーカー養成研修

　地域福祉計画は、住民に最も身近な行政主体である市町村が、地域福祉の主体である地域住民や市町村社会福祉協議会、関係団体等と協働し、要支援者の生活上の課題解決に向けた福祉サービスや地域の福
祉活動などの支援体制を総合的かつ計画的に整備するとともに、地域における今後の福祉コミュニティづくりの方針、方向性を住民に示す、大変重要な計画です。
　県では、市町村が、保健・福祉・医療の各関係団体をはじめ、ＮＰＯやボランティア、地域住民等との連携体制を構築し、地域の特性等に応じた地域福祉を推進できるよう支援します。

　地域福祉推進の中核である市町村は、地域福祉の主体である住民の積極的な参画を得ながら、市町村社会福祉協議会や民生委員・児童委員をはじめ、地域の社会福祉事業者等の多職種・多機関と連携し、「地域共生社会」の実現を目
指し、地域の生活・福祉課題の解決に向けた取組を進める必要があります。
　このため、県では、市町村において、それぞれの地域福祉計画に基づき、住民や関係の多職種・多機関と連携して地域の生活・福祉課題を解決できるよう、重層的支援体制構築をはじめとした、地域における包括的な支援体制づくり
を支援します。

　多様化・複雑化する地域住民の福祉ニーズに的確に対応していくため、市町村において、こうしたニーズに包括的に対応できる体制が必要です。併せて相談支援につながりやすい体制も必要です。
　このため、多機関、多職種と連携した総合相談窓口の設置や、課題を抱えた住民に対し各相談機関等が協働してアウトリーチにより支援を行うなどの取組ができるよう、重層的支援体制の構築など、市町村
における包括的な支援体制づくりを支援します。
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事業名 担当室課 事業内容 実施主体 令和６年度実績 令和７年度取組状況（見込含む）

地域包括ケアシステム基盤
確立事業費【再掲】

長寿社会課

地域包括ケアシステムを構
成する人材の養成等。

県

●認知症施策推進事業
・認知症地域支援推進員養成研修　51人養成
・認知症地域支援推進員活動促進研修　62人参加
・認知症地域支援推進員連絡会　39人参加
・認知症ケア向上支援連絡会　53人参加
●生活支援体制整備事業
・生活支援コーディネーター養成研修　44人養成
・生活支援コーディネーター連絡会　38人参加
・生活支援体制向上支援研修会　75人参加
・生活支援コーディネーター現地研修会（２回）　計50人参加
・生活支援体制運営研修会　95人参加
●リハビリテーション専門職参画促進事業
・介護予防に参画するリハ専門職育成研修　75人参加
・地域ケア会議に参画するリハ専門職育成研修　56人参加
・リハ専門職等連絡会　61人参加
●アドバイザー等派遣事業
・地域ケア会議への専門職、アドバイザー派遣　６市町村
・生活支援体制整備、認知症ケア向上に関する取組へのアドバイザー
派遣　６市町

●認知症施策推進事業
・認知症地域支援推進員養成研修　30人以上（見込）
・認知症地域支援推進員活動促進研修　35人以上（見込）
・認知症地域支援推進員連絡会　30人以上（見込）
・認知症ケア向上支援連絡会　30人以上（見込）
●生活支援体制整備事業
・生活支援コーディネーター養成研修　30人（見込）
・生活支援コーディネーター連絡　50人（見込）
・生活支援体制テーマ別研修　50人（見込）
・生活支援コーディネーター現地研修（２回）　計50人（見込）
・生活支援体制運営研修　30人（見込）
●リハビリテーション専門職参画促進事業
・介護予防に参画するリハ専門職育成研修　50人（見込）
・地域ケア会議に参画するリハ専門職育成研修　65人（見込）
・リハ専門職等連絡会　50人（見込）
●アドバイザー等派遣事業
・地域ケア会議への専門職、アドバイザー派遣　延べ７市町村（見
込）
・生活支援体制整備、認知症ケア向上に関する取組へのアドバイザー
派遣　５市町村以上（見込）

地域生活支援事業（障がい
者ケアマネジメント体制整
備推進事業）【再掲】

障がい保健福祉課

地域における障がい者の自
立支援の促進を図るため、
相談支援従事者等の養成及
び研修を実施。

県

●相談支援専門員やその指導者を養成する研修を実施
・相談支援専門員初任者研修修了者数　49人

●相談支援専門員やその指導者を養成する研修を実施。

児童養育支援ネットワーク
事業（要保護児童対策地域
協議会）
【再掲】

子ども子育て支援室

要保護児童の早期発見及び
適切な保護又は要支援児童
若しくは特定妊婦への適切
な支援を図るため、関係機
関の円滑な連携と協力を確
保することを目的として行
われる協議会。

県

●各市町村の実状に合わせ、代表者会議、実務者会議及びケース検討
会議を実施。
・代表者会議の開催　27市町村
・実務者会議の開催　30市町村
・ケース検討会議の開催　30市町村

各市町村の実状に合わせ、代表者会議、実務者会議及びケース検討会
議を実施する。
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